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厚生労働行政推進調査事業費補助金研究報告書  

総括研究報告書  

１．就労に関するアセスメントツールや手法の活用実態と課題についての研究（概要）  

就労に関するアセスメントツールや手法の活用実態と課題についての研究（概要）  

 

研究代表者  前原 和明 （秋田大学） 

 

 

研究要旨  

 本研究では、就労アセスメントにおいて活用可能なツールや手法・仕組みについて、国

内外の文献等を収集し、共通点や相違点、活用方法・効果・限界等を整理した。その上で、

就労移行支援事業所に対するコンサルテーション支援を実施し、活用促進の方法等につい

て検討した。また、米国の職業リハビリテーションの状況を調査し、その活用促進に向け

た仕組み等についての示唆を得た。  

 

 

本研究の研究代表者及び研究分担者は以

下の通りである。  

 

研究  
代表者  

前原  和明  
秋田大学  
教育文化学部  
／ 准教授  

研究  
分担者  

八重田  淳  
筑波大学  
 人間系  
／ 准教授  

若林  功  
常磐大学  
 人間科学部  
／ 准教授  

縄岡  好晴  
大妻女子大学  
共生社会文化研究所  
／ 研究員  

また、東京リハビリテーションサービス  

顧問の菊池  恵美子氏に研究協力を頂いた。 

 

１．研究の目的  

現在、就労系障害福祉サービスの利用者

は年々増大している（平成 20 年度と平成

29 年度の比較で約 4.56 倍）。加えて、その

利用者の内、一般企業の就職へと移行する

者も増えているが（平成 20 年度と平成 29

年度の比較で約 4.95 倍）、就労継続支援事

業所の一般就労への移行状況は横ばいであ

り、そもそも一般企業に就職させた実績が

ない事業所も多い（A 型：54.8％、B 型：

80%）（厚生労働省，2019）。障害者の職業

的自立に向けては、就労系障害福祉サービ

ス全体で一般就労への移行を促していくこ

とが必要である。  

個々の障害者の特性等に応じたマッチン

グや職場定着の支援とともに、その全ての

支援の前提となる就労アセスメントは早々

に実施方法等を整理すべき重要な課題であ

る。しかし、就労アセスメントについては、

そもそも実施できていない状態にある事業

所も多くあるようである。また、就労アセ

スメントが実施されている場合にあっても、

対象が知的障害者に限られることがある、

障害特性に応じた的確な実施ができていな

い、実施方法等を十分に理解できていない

状況にあるようである。  

平成 27 年 4 月より障害福祉サービスの

利用者のサービス等利用計画を作成するこ
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とが必要となった。一般就労への移行を支

援する就労系障害福祉サービスにおいても、

この個別の支援計画書を作成し、この計画

に基づいた支援が求められている。この個

別の支援計画書の作成の際に重要となるの

が就労アセスメントである。  

就労アセスメントとは、支援対象となる

障害者がそれぞれに最も適した働く場に円

滑に移行できる及び安定して働き続けられ、

働く力を伸ばしていけるようにするための

支援のことであり、支援の開始にあたって

支援対象者の就労能力や生活状況に関する

情報を把握するための支援のことである

（厚生労働省，2015a）。仮に就労アセスメ

ントが活用されない場合は一般就労の可能

性があるにも関わらず同一のサービス事業

所に通所し続けてしまうことや長所を活か

した支援やサービスの提供ができず、支援

すべき目標やニーズを逸してしまう可能性

がある。  

この就労アセスメントは、就労移行支援

事業所等の暫定支給決定期間中に就労移行

支援事業所等において実施することを基本

としているが、障害者就業・生活支援セン

ター等が主体的に実施することも可能であ

る。厚生労働省（2015b）によると、障害者

就業・生活支援センターが就労アセスメン

トを実施することは、①一般就労への移行

に向けた長期的な支援計画を作成すること

により、その後の支援において連携する関

係機関とスムーズな情報提供が図れるよう

になること、②就労継続支援事業所等を利

用する障害者に対して、長期的な視点から

一般就労に向けた支援のための協力が可能

になること、③様々な理由で一般就労の継

続が困難となった人に対する適切な働き方

の提案等ができること、④就労アセスメン

トの結果に基づく支援を適切に実行してい

くための連携体制の構築等ができること、

の 4 点で有用である。このように、就労ア

セスメントは、単なる情報収集のためだけ

でなく、一般就労への移行に向けた長期的

な支援のための連携という観点での意味を

持つと言える。  

実際、米国等において、就労アセスメン

トは支援プロセスにおける重要な支援の一

つとして捉えられている。Stauser,D.R. et 

al.（2014）によると、就労アセスメントは

単に職務の遂行能力をアセスメントするだ

けのものではなく、①社会的、教育的、心

理的、生理学的機能の程度に関すること、

②行動変容に向けた可能性の推定、③学習

の仕方に関すること、④職業的な可能性を

高める教育・訓練プログラムの実施に関す

ること、⑤更なる訓練やスキル育成無しで

もできる仕事を見つけること、⑥更なる訓

練をすることでできるようになる可能性の

ある仕事を見つけること、⑦仕事を得たり、

維持することを促す共同体や団体からのサ

ポートを明らかにすることの情報を得るこ

とが必要である。加えて、アセスメントを

実施する際にまずもって目標とすべきこと

は、職業の世界に身を置いた時の自分自身

についてより良く理解することを促すため

の情報を支援対象者である障害者本人が得

ることを助けることが必要とされる。この

ような就労アセスメントの実施のあり方に

ついて、我が国では十分に検討されていな

い現状にある。  

先行する平成 28 年度障害者政策総合研

究事業「就労アセスメント実施者に対する

研修カリキュラムの構築のための調査研究」

では、主に知的障害を伴う自閉症者に対す

るアセスメント手法（TTAP）が展開された。

特に、この研究では、障害者就業・生活支

援センターや就労系障害福祉サービス事業

所における就労アセスメントの実施方法等

の不十分な実施状況等を踏まえて、その改
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善に向けた研修等を行っている。これによ

り、就労アセスメントの重要性等について

の一定の整理がなされたが、障害特性に応

じた就労アセスメントの手法についての整

理等の幅広い障害種別に対する就労アセス

メントの実施とその改善に向けた枠組みの

検討までは行われていない。各事業所が質

の高い支援を計画的に実施していくために

は、様々な障害種別に対応できる就労アセ

スメント方法について情報収集、検討を行

うことが必要である。  

そこで本研究は、就労アセスメントにお

いて活用可能なツールや手法・仕組みにつ

いて、国内外の文献等を収集し、共通点や

相違点、活用方法・効果・限界等を整理す

る。そして就労系障害福祉サービスで活用

できるアセスメント手法を実際に試行し、

障害毎に適切なアセスメント手法の活用モ

デルの作成に向けた基礎資料を作成するこ

とを目的とする。  

 

２．研究の実施経過  

文献に基づき、就労アセスメントの実施

実態及び実施内容（検査器具等に関する情

報収集）について調査をした。また、全 334

所の障害者就業・生活支援センターに対す

る予備調査を実施し、就労アセスメントに

対する実態等を把握した。予備調査に基づ

き、障害者就業・生活支援センター及び就

労移行支援事業所、就労継続支援 B 型事業

所に対する訪問ヒアリング調査を実施した。

また並行して実地調査として、就労移行支

援事業所における就労アセスメントの実施

及び就労支援に対する支援（コンサルテー

ション）を行い、就労アセスメントの意味

及び効果について事例収集に基づき検討し

た。  

 

３．研究結果の概要  

文献調査及び実地調査に基づき、個々の

利用者が常日頃の適切な支援を受けるため、

また、一般企業への移行に向けた手立てを

明確にするために就労アセスメントは重要

な支援であると考えられた。しかしその一

方で、近年、利用者として精神障害者や発

達障害者など様々な障害種別が登録利用す

る状況があり、支援スタッフの知識不足が

あること、多様な就労アセスメントのツー

ルや手続き等の情報を十分に理解できてい

ないという課題があった。また、就労アセ

スメントを実施するためのマンパワー不足

もあるとの状況が見られた。  

以上のような実態を踏まえた就労アセス

メントにおける上記のような課題の解決に

向けた就労移行支援事業所における就労支

援事例に対するコンサルテーション支援の

実地調査を行った。コンサルテーション支

援を行うことにより、就労移行支援事業所

の支援者は就労アセスメントの実施、アセ

スメントに基づく支援等を行うことが可能

となり、実施する支援計画の策定、計画に

基づく支援の実行など支援プロセスに沿っ

た活動ができるようになった。また、ヒア

リング調査からは支援技術のスキルアップ、

連携促進の効果も見られた。以上から、就

労アセスメントに基づく就労支援モデルの

必要性が示唆された。その実践に向けては、

つづく米国における職業リハビリテーショ

ンの文献調査から、コンサルテーション等

を担う専門機関の必要性、自己決定及び労

働生活の質に関する支援観点を持つことの

重要性が考えられた。  

以上より、今後の就労アセスメントの実

施促進に向けては、「就労アセスメント実施

マニュアル」の改訂により、知識不足及び

技術不足を補うこと、また、就労アセスメ

ントを活用できるための支援モデルを整備

し、支援者のマンパワー不足を補うことが
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必要であると考えられた。これは、今後の

就労のあり方の改善に寄与すると考えられ

る。  

 

４．考察及び結論  

 本研究で得られた就労アセスメントのツ

ール及び手続の情報に基づき、多機関連携

の観点から就労支援において就労アセスメ

ントを活用するための仕組みを検討するこ

とは、就労系障害福祉サービス事業所にお

いて就労支援を実施する上で有用な観点を

提供すると考えられる。  

また、本研究の結果は、令和 2 年度厚生

労働科学研究費補助金（障害者政策総合研

究事業）「就労アセスメントの実施促進に向

けた多機関連携による就労支援モデル整備

のための調査研究（20GC1009）」の研究の

基礎資料として活用する。  
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厚生労働行政推進調査事業費補助金研究報告書  

総括研究報告書  

１．就労アセスメントの実践方法と視点  

就労アセスメントの実践方法と視点  

 

研究代表者 前原 和明（秋田大学） 

・研究分担者  縄岡 好晴（大妻女子大学） 

 

 

1.1. はじめに  

就労支援は、支援機関における職業相談、

職業評価、職業前訓練、企業実習、就労先

企業での定着支援といったプロセスで実施

される。就労アセスメントは、職業評価と

いった場面で行われ、この支援のプロセス

を方向づける上で大変重要な支援の一つと

なっている。  

この就労アセスメントは、次の 2 つの理

由で就労支援において大変重要な意味を持

つと考えられる。まず、一つ目の理由は、

障害者の個別性の把握が就労支援において

は不可欠な情報となるからである。障害者

に対する支援は、単なる一つの障害名で理

解されるものではなく、個々の障害者の生

活環境や成育歴など様々な環境的要因の中

で理解される必要がある。そのため、その

意味で個人の特性の把握は重要である。こ

のように個々の対象者に応じた就労支援を

実施していくためには、アセスメントが的

確に実施されることが大切となる。二つの

理由は、就労支援に携わる多様な支援機関

間の円滑な情報共有が重要となるからであ

る。就労支援のプロセスは、就職したら終

了するものでなく、定着支援も含めると大

変に長いものである。また、個々の障害者

によって、その支援のあり方は多様でもあ

る。よって、就労支援プロセスにおいては、

単一の機関で全てを支援することは難しく、

様々な支援機関と連携していくことが重要

となる。この際の支援の継続性や連携の鍵

となるのがアセスメントで得られた情報で

ある。つまり、アセスメントはこの連携促

進に寄与する。  

では、就労系障害福祉サービス領域にお

ける就労アセスメントはどのように実施さ

れているのであろうか。厚生労働省（2019）

によると、就労移行支援事業所、就労継続

A 型及び B 型事業所の就労系障害福祉サー

ビスの利用者数は年々増加し、平成 20 年度

に対し平成 29 年度の利用者数は約 4.56 倍

となっている。また、平成 29 年度の就労系

障害福祉サービスから一般企業の就職へと

移行した利用者の数は平成 20 年度の約

4.95 倍となっている。就労継続支援事業所

の一般就労への移行状況は横ばいであり、

そもそも一般企業に就職させた実績がない

事業所も多い（A 型：54.8％、B 型：80%）。

この就労継続支援 A 型及び B 型事業所にお

ける就労移行への詳細を見聞きすると、そ

もそも一般企業に就職させた実績がないと

いう事業所も多い。近年、障害者の職業的

自立に対する当事者及び社会からの関心が

高まっており、一人でも多くの障害者が

個々人に応じた社会参加を目指していくこ

とができるような支援を就労系障害福祉サ

ービス全体で促していくことが必要である。 

 平成 27 年 4 月より障害福祉サービスの

利用者のサービス等利用計画を作成するこ

とが必要となった。一般就労への移行を支
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援する就労系障害福祉サービスにおいても、

この個別の支援計画書を作成し、この計画

に基づいた支援が求められている。この個

別の支援計画書の作成の際に重要となるの

が就労アセスメントである。就労アセスメ

ントとは、支援対象となる障害者がそれぞ

れに最も適した働く場に円滑に移行できる

及び安定して働き続けられ、働く力を伸ば

していけるようにするための支援のことで

あり、支援の開始にあたって支援対象者の

就労能力や生活状況に関する情報を把握す

るための支援のことである（厚生労働省，

2015a）。仮に就労アセスメントが活用され

ない場合は一般就労の可能性があるにも関

わらず同一のサービス事業所に通所し続け

てしまうことや長所を活かした支援やサー

ビスの提供ができず、支援すべき目標やニ

ーズを逸してしまう可能性がある。  

この就労アセスメントは、就労移行支援

事業所等の暫定支給決定期間中に就労移行

支援事業所等において実施することを基本

としているが、障害者就業・生活支援セン

ター等が主体的に実施することも可能であ

る。厚生労働省（2015b）によると、障害者

就業・生活支援センターが就労アセスメン

トを実施することは、①一般就労への移行

に向けた長期的な支援計画を作成すること

により、その後の支援において連携する関

係機関とスムーズな情報提供が図れるよう

になること、②就労継続支援事業所等を利

用する障害者に対して、長期的な視点から

一般就労に向けた支援のための協力が可能

になること、③様々な理由で一般就労の継

続が困難となった人に対する適切な働き方

の提案等ができること、④就労アセスメン

トの結果に基づく支援を適切に実行してい

くための連携体制の構築等ができること、

の 4 点で有用である。このように、就労ア

セスメントは、単なる情報収集のためだけ

でなく、一般就労への移行に向けた長期的

な支援のための連携という観点での意味を

持つと言える。  

 

1.2. 就労支援で使用されているアセスメ

ントツール  

就労支援で使用されている代表的なアセ

スメントツールには以下のようなものがあ

る（参考：独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構  職業リハビリテーション

部，2019）。  

 

1.2.1. 職場適応促進のためのトータルパ

ッケージ  

「職場適応促進のためのトータルパッケ

ージ」は、1999 年から開発が始められた

職業リハビリテーション（以下、「職リ

ハ」とする）における評価・支援技法のこ

とである。このトータルパッケージは、表

1-1 の内容から構成される。各ツールは、

身体障害、知的障害、高次能機能障害、精

神障害等の幅広い対象を支援することが想

定されている。  
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表 1-1 「職場適応促進のためのトータルパッケージ」の内容と目的  

内 容  目 的  

1. WCST 

（Wisconsin Card Sorting Test）  

・遂行機能障害等の有無の評価  

・補完手段の有効性の評価  

・効果的な支援方法の評価  

2. M-メモリーノート  

（メモリーノート幕張版）  

・基本的な情報整理スキルの獲得  

3. MWS（ワークサンプル幕張版）

簡易版  

・ワークサンプル法の体験  

・作業における障害の現れ方や作業の実行可能

性、作業耐性等の評価  

4. MWS（ワークサンプル幕張版）

訓練版  

・作業能率の向上と安定  

・補完手段の特定と使用の訓練  

5. MSFAS（幕張ストレス・疲労ア

セスメントシート）  

・障害理解等の状況、ストレスや疲労の現れ方

などの情報収集と整理  

・これらの情報共有、計画立案  

6. グループワーク  ・ピアモデルの観察や討議による障害認識、対

処行動に関する検討  

・認知、行動、感情面の変化の把握  

障害者職業総合センター「MWS の活用ために」を一部改編  

 

1) WCST（ウィスコンシン・カード・ソー

ティング・テスト）  

 WCST は、前頭葉機能検査の一つであり、

特に概念形成、概念またはセットの転換及

び維持、選択的注意など、思考の柔軟性に

関連するような実行機能をアセスメントす

る。この検査では、色・形・数が様々に記

されたカードを分類することを、正誤のフ

ィードバックに基づいて推測することを求

める。トータルパッケージにおいて WCST

は、実行機能に関連する状態をアセスメン

トするだけではなく、職業生活に影響を及

ぼす可能性のある障害状況の把握と、その

対処としての補完手段の検討を通して障害

認識を深めるために使用される。  

 

2) M-メモリーノート  

 高次脳機能障害における記憶障害の補完

手段としてのメモリーノートとして活用が

開始された。その後、多様な障害者に対す

る支援ツールとしてトータルパッケージに

組み入れられている。メモリーノートの様

式は、３種類の基本リフィルと２種類の作

業用リフィルから構成される。訓練などを

通じて、日常生活でのメモリーノートの使

用を定着させていくことを目指している。  

 

3) MWS（ワークサンプル幕張版）簡易版・

訓練版  

ワークサンプル幕張版（Makuhari 

Work Sampke：MWS）は、職場適応促進

のためのトータルパッケージの代表的なツ

ールである。ワークサンプル法は、実際の

職業場面において必要となる作業で用いら

れている設備や材料をワーク（作業）のサ

ンプルとして抽出した作業課題として作成

される。この作業課題の遂行状況を通じ

て、スキルや適性を評価するものがワーク
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サンプル法である。これまで様々なワーク

サンプルが開発されているが、この MWS

は、対象者が幅広く、発達障害や精神障

害、高次脳機能障害等も対象としている。

加えて簡易版と訓練版があり、支援開始当

初のアセスメントのみならず訓練場面でも

活用できることが特長である。  

MWS は、OA 作業、事務作業、実務作

業の 3 領域、１３種類のワークサンプルか

ら構成される。MSW の構成と内容を表 1-

2 に示した。なお、現在、新規課題として

給与計算、文書校正、郵便物仕分の３つが

開発中である。  

 

表 1-2 「ワークサンプル（幕張版）」（MWS）の課題と内容  

 作業課題  内容  

O 

A 

作

業  

数値入力  

文章入力  

コピー＆ペースト  

 

検索修正  

ファイル整理  

画面に表示された数値を表計算ワークシートに入力する。  

画面に表示された文章を枠内に入力する。  

画面に表示されたコピー元の数値や文章をコピー先の指定箇

所にペーストする。  

指示された内容にそってデータを検索・修正する。  

画面に表示されたファイルを、該当するフォルダに分類す

る。  

事

務  

作

業  

数値チェック  

物品請求書作成  

作業日報集計  

ラベル作成  

納品書にそって請求書の誤りをチェックし、訂正する。  

指示された条件にそって物品請求書を作成する。  

指示された日時・人に関する作業日報を集計する。  

ファイリング等に必要なラベルを作成する。  

実

務

作

業  

ナプキン折り  

ピッキング  

重さ計測  

プラグ・タップ組立  

折り方ビデオを見た後、ナプキンを同じ形に折る。  

指示された条件にそって品物を揃える。  

指示された条件にそって秤で品物の重さを計量する。  

ドライバーを使い、プラグ、タップを組み立てる。  

障害者職業総合センター「MWS の活用ために」より  

 

従来の職業評価で使用されてきたワーク

サンプル法とは異なり、MWS は「様々な

職務に対応できるワークサンプルであるこ

と、職業能力を評価するだけでなく、作業

を行う上で必要となるスキルや職務遂行を

可能とする環境（補完手段や補完行動、他

者からの支援等を含む）を明らかにするこ

と、様々な様相で現れる職業上の問題に対

応できるよう訓練課題としての機能も果た

せることを、基本的な開発コンセプトとし

ている」（障害者職業総合センター，

2007）。アセスメントや作業体験として用

いられる簡易版は、13 の作業課題を半日

から１日程度で実施できる量で設定されて

いる。評価にあたっては、作業遂行におけ

るエラーの傾向を分析し、対象者に適した

支援方法を探ることができる。  

訓練版は、対象者に適した支援方法や対

処方法を修得し、作業遂行スキルを高める

ために、複数の難易度が設定されている。

対象者の特性や志向等に応じて、13 の作

業課題から選択して取り組むことができ

る。進め方として、最初に一般的な口頭指

示による作業遂行状況を評価するベースラ
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イン期、対象者に適した支援を提供した上

で訓練を重ねるトレーニング期、トレーニ

ングの成果を確認するプローブ期の３つの

フェイズが設定されている。対象者の遂行

状況を記録し、その結果を各段階で設定さ

れた基準と照らし合わせながら進めること

で、常に訓練内容（作業レベルや支援方法

等）がその時の対象者に適合しているかを

検証しながら、着実なステップアップを目

指すことが可能となっている。  

このように、MWS は実際の職務を想定

した作業課題から構成されているため、職

業スキルやその遂行に関わる特性、それぞ

れの作業に対する対象者の興味関心等に関

して、非常に直接的な評価結果を得ること

ができる。また、対象者本人にとっても、

様々な作業とそれに対する自身の適性等を

体験的に理解することができる。そのた

め、自己理解や就労への動機づけにつなげ

る機会としても活用できる。訓練版によ

り、支援開始時だけではなく、訓練のプロ

セスにおいても継続的に活用でき、根拠に

基づいた支援が実施できるように設計され

ていることが大きな特長である。  

MWS は、厚生労働省の作成する「就労

アセスメント実施マニュアル」（厚生労働

省，2015a；2015b）における作業例とし

て使用されるなどしており、就労アセスメ

ントのツールとして多く使用されている。

また、地域障害者職業センターにおける職

業評価及び職業準備支援、リワーク支援等

の場面で様々な障害に幅広く使用されてい

る。  

 

4) 幕張ストレス・疲労アセスメントシート

（MSFAS）  

 MSFAS は、MWS と同じ「職場適応促進

のためのトータルパッケージ」の一つであ

り、ストレスや疲労に関する情報を整理し、

支援方法を検討するためのツールである。

MSFAS では、①ストレス・疲労に関する情

報を包括的に把握すること、②ストレス・

疲労の指標を明確にすること、③ストレス・

疲労の軽減・解消方法を検討し、具体的な

解決策の提案に繋げることをとコンセプト

としている。「利用者シート」と「支援者用

（相談用）シート」の 2 部から構成される。

「利用者シート」には対象者自身が支援者

と共に自らの情報を把握するための 6 種類

のシートがある。MSFAS は、主に統合失調

症及び高次脳機能障害を有する人を想定し

て開発した第２版、第３版として発達障害

など様々な障害特性に応じたバージョンが

ある。利用者と共に相談の中でシートを完

成させる、相談用シートを用いたアセスメ

ントの実施等の使い方と共に、シートにあ

る事項を確認することでき相談場面での相

談の仕方、相談のポイントを把握する上で

も有用である。  

 

1.2.2. 一般職業適性検査（GATB）  

 米国労働省によって 1994 年に開発され

た。日本において厚生労働省版は 1952 年

に公表された。その後、数度の改訂を経て、

2013 年の改訂 2 版が最新版である。GATB

は主に生徒・学生の進路指導において活用

されることを目的としており（GATB-Ⅰ）、

その後、企業における採用や配属先決定の

ためのツールが開発された（GTAB-Ⅱ）。

GTAB は、職業遂行に必要な９つの基本的

な適性能（職業能力）として、知的能力（G）、

言語能力（V）、数理能力（N）、書記的知覚

（Q）、空間判断力（S）、形態知覚（P）、運

動供応（K）、指先の器用さ（F）、手腕の器

用さ（M）が測定できる。各適性能を測定す

るための下位検査には 11 種類の試筆検査

と 4 つの器具検査が含まれる。地域障害者

職業センターでは、適性能の判定だけでは
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なく、職業的能力のバランス及び指先の器

用さ及び手腕の器用さから作業遂行状況の

把握を行うためにしばしば使用されている。 

 

1.2.3. 自閉症症の人の移行アセスメント

プ ロ フ ィ ー ル （ TEACCH Transition 

Assessment Profile :TTAP）  

 TTAP（TEACCH Transition Assessment 

Profile）は、自閉スペクトラム症（Autism 

Spectrum Disorder, 以下「ASD」とする）

を対象とした就労移行のためのアセスメン

トツールである。日本語では、「自閉スペク

トラム症の人の移行アセスメントプロフィ

ール」と訳されている。TTAP には、フォー

マルアセスメントと呼ばれる、支援開始当

初に実施する尺度と、インフォーマルアセ

スメントと呼ばれる、主に実習場面におい

て活用される評価ツールが含まれている。  

 

〈フォーマルアセスメント〉  

フォーマルアセスメントには、直接観察

尺度、家庭尺度、学校・事業所尺度の 3 つ

の尺度が含まれる。そして、各尺度には職

業スキル（VS：Vocational skills）、職業

行動（VB：Vocational Behaviors）、自立

機能 (IF： Independent Functioning)、余

暇スキル (LS：Leisure Skills)、機能的コ

ミュニケーション (FC：Functional 

Communication)、対人行動 (IB：

Interpersonal Behavior)といった 6 つの

機能領域が設けられ、合計で 216 の検査

項目から構成されている。直接観察尺度で

は、検査者がマニュアルに定められた環境

設定及び手順に従い、定められた検査用具

を用いて実施し、対象者の反応や行動を観

察・記録する。家庭尺度は、家庭での様子

について検査者が保護者等に聞き取り、学

校・事業所尺度は、対象者の所属先担当者

に対して、所属先での様子について検査者

が聞き取りを行う。各項目の評価は、「合

格」「芽生え」「不合格」の３段階で行われ

る。援助なしに達成できた場合は「合

格」、求められた内容は理解しているもの

の遂行が困難な場合や、完全な達成には援

助が必要である場合は「芽生え」、援助が

あっても課題に取り組めなかった場合は

「不合格」と評定される。この「芽生え」

という評定があることが TTAP の特徴の１

つであり、この評定があることで、対象者

の特性把握やそれに応じた対象者に必要な

援助を見出すことが可能となっている。こ

の TTAP を用いた移行支援のプロセスは図

1-1 の通りである。  

 

〈インフォーマルアセスメント〉  

 インフォーマルアセスメントと呼ばれる

ツールには、「移行計画立案のための分析フ

ォ ー ム 」、「 CRS(Cumulative Record of 

Skills ： ス キ ル の 累 積 記 録 ) 」、

「 CSC(Community Skills Checklist)」、

「CBC(Community Behaviors Checklist)」、

「 CSAW(Community Site Assessment 

Worksheet) 」 、 「 DAC(Daily 

Accomplishment Chart：毎日のスキル達成
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シート )」の６種がある。これら

は、フォーマルアセスメントの

結果を踏まえ、主に実習先での

作業において対象者に必要な支

援を明らかにし、支援の進捗を

評価するためのツールである。  

 まず、フォーマルアセスメン

トの結果から、「芽生え」評定と

なった項目を抽出し、「移行計画

立案のための分析フォーム」を

作成する。その次に用いるのが

「CRS」、「CSC」、そして「CBC」

である。「CSC」は、対象者が在

住する地域において、就労先と

して想定される職業領域と、そ

こで必要とされる作業スキルを

整理したものである。TTAP が開

発されたノースカロライナで

は、事務・家事・倉庫 /在庫管理・

図書・造園 /園芸という５領域が

設定されている。「CBC」は、対

象者が在住する地域において、

職場や生活場面で必要とされ

る、職業スキル以外のスキルを

整理したものである。「職業行

動」、「自立機能」、「余暇スキル」、

「コミュニケーション」、「対人行動」、「移

動スキル」、「環境要因」の７領域があり、

地域に応じて各領域のスキルが設定される。

実習先が決まると、その実習先に応じて

「CSC」と「CBC」のスキル項目を調整し、

それに基づいて対象者のスキルをチェック

する。チェックした結果を踏まえ、その後

の実習においてターゲットとなりうるスキ

ルを抽出し、各スキルの現在の達成状況や

必要となる支援についてまとめたものが

「CRS」である。「CRS」は、実習開始前に

評価・記録するだけではなく、実習終了後

にも改めて評価・記録し、対象者のスキル

獲得状況を累積的にまとめていくものであ

る。  

 実習初日には、実習中に求められるスキ

ルを整理し、それぞれの初日の達成状況を

フォーマルアセスメント同様３段階で評価

する。その際に用いるシートを「CSAW」と

呼ぶ。２日目からは、「DAC」と呼ばれるシ

ートを用いて、各スキルの達成状況と必要

だった支援内容等を細かく記録していく。

最終日にも、初日と同じ CSAW を用いて評

価を行い、結果を比較することで、実習期

間中の支援成果を測る。  

 

このように、TTAP は、就労移行を場面

 

図 1-1 TTAP 移行支援プロセス  

移行支援のプロセス

インフォーマルな面接や観察を通して生徒について知る
照会目的は何か?

TTAPのフォーマル・セクションの実施

家庭尺度、学校・事業所尺度

直接観察尺度

報告書作成のポイント:

照会目的に応える
現在の機能レベル

助言

関係者によるIEPミーティングの開催

移行プランの作成
目標達成のための支援者の側の責任の確認

インフォーマルなアセスメント

スキルの実績記録 (CRS)

生徒が現在もっているスキルの見極め

地域での評価ワークシート (CSAW)

実習開始前

日報 (DAC)

地域での評価ワークシート (CSAW)

実習終了後

スキルの実績記録 (CRS)

生徒が新たに獲得したスキルを追加する

移行プログラムの目標再設定のためのIEPミーティングの実施

年間3～4ヶ所で実習
１ヶ所あたり6～12週間

学校教育卒業／インフォーマルアセスメントの実施
スキルの実績記録を次の支援機関に送る
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に用いるアセスメントツールでありながら、

職業スキル以外の生活全体に求められるス

キルについても包括的にアセスメントでき

る。また、特に実習場面を想定し、フォー

マルアセスメントの結果に基づいた支援の

PDCA を回すことが可能となるインフォー

マルアセスメントツールがセットになって

いることも特長の１つである。  

 

1.2.4. 新版 F＆T 感情識別検査  

 新版 F＆T 感情識別検査（望月ら，2017）

は、４感情評定版（F&T 感情識別検査４感

情版を改修、明確な感情による検査刺激で

構成）と快‐不快評定版（F&T 感情識別検

査拡大版の基準値を整備、曖昧な感情によ

る検査刺激から構成）の２つの検査から構

成される。検査は、パソコンにインストー

ルしたソフトウエアを起動して実施する。

４感情評定版の検査刺激は計 4 名の男女で

あり、音声のみ条件、表情のみ条件、音声

と表情条件の 3 つである。感情的な意味を

含まないセリフを「喜び、悲しみ、怒り、

嫌悪」のいずれかの感情で表現される。結

果として、正答率、感情の読み誤りの詳細、

そして、コミュニケーションタイプが得ら

れる。快‐不快評定版は、曖昧な感情によ

ってセリフ表現された刺激が提示される。

不快度の高い刺激と曖昧度の高い刺激の結

果の偏りかた読み取りの傾向を把握する。

表情識別の苦手な知的障害及び発達障害者

を中心に、非言語的なコミュニケーション

の課題が想定される対象者に対する検査実

施が行われる。  

 

1.2.5. 就労支援のための -チェックリスト  

 就業支援のための職業準備性等を把握す

る上で有用なチェックリストとして、「就労

移行支援のためのチェックリスト」及び「就

労支援のためのチェックリスト」がある。

就労支援のためのチェックリストには、「訓

練生用チェックリスト」と「従業員用チェ

ックリスト」がある。いずれも一定期間の

観察により、日常生活、対人関係、作業力

などをチェックし、就労に向けた課題を具

体化し、就労支援を効果的に行うために用

いることができる。障害種別によるアセス

メントではなく、職業準備性という就労支

援上の支援概念に基づき作成されており、

チェックリストを使用することで具体的な

実践に応用できるという点で有用なツール

である。  

 

 

1.3. 就労アセスメントにおける情報収集

の視点  

Stauser,D.R. et al.（2014）によると、就

労アセスメントは単に職務の遂行能力をア

セスメントするだけのものではなく、①社

会的、教育的、心理的、生理学的機能の程

度に関すること、②行動変容に向けた可能

性の推定、③学習の仕方に関すること、④

職業的な可能性を高める教育・訓練プログ

ラムの実施に関すること、⑤更なる訓練や

スキル育成無しでもできる仕事を見つける

こと、⑥更なる訓練をすることでできるよ

うになる可能性のある仕事を見つけること、

⑦仕事を得たり、維持することを促す共同

体や団体からのサポートを明らかにするこ

との情報を得ることが必要である。加えて、

アセスメントを実施する際にまずもって目

標とすべきことは、職業の世界に身を置い

た時の自分自身についてより良く理解する

ことを促すための情報を支援対象者である

障害者本人が得ることを助けることが必要

とされる。就労アセスメントを実施する際

にカウンセリング的なアプローチを取り入

れることで、障害者本人がアセスメントで

得られた情報に対する理解を発展させ、ど



17 

 

のようにそれらの情報がキャリア発達に役

立つのかを考えてもらうことにもつなげる

ことができる。  

この就労アセスメントにおける情報収集

のポイントを表 1-3～1-7-に示す。この表は、

Rubin, S. E., Roessler, R. T. & Rumrill, Jr. 

P.D.（2016）らの表を翻訳及び改編したも

のである。当然、生育歴や経過、また対象

者を取り巻く環境に関する情報収集にあた

って、関わってきた人や場との関係性や、

その関係性の中で生じた事柄について聞き

取ることを通じて、対象者と環境との相互

作用の傾向について把握することが必要で

ある。また、あわせて作業種の適性、訓練

や支援の方法、実習や就労の場の選定にお

いて考慮すべき点についても見出すことが

必要である。  

 

表 1-3 情報収集のポイント（身体的側面）  

身体的側面  

障害状況  障害固定（障害の進行性）の有無  

日常生活  日常生活の制限（活動を広げる力の有無、援助の必要性）  

移動  移動制限の有無  

支援技術の利用  支援技術の利用の有無  

障害克服の方法  機能障害下での職業的スキルの運用方法  

Rubin, S. E., Roessler, R. T. & Rumrill, Jr. P.D.（2016）の Table 9.1（pp.269-271）

を翻訳・改編  

 

表 1-4 情報収集のポイント（教育・職業的側面）  

教育・職業的側面  

知的機能  学歴等の知的能力  

職業能力  職業的能力の状況  

教育及び職歴  必要性のある訓練内容と必要性のない訓練内容  

自己認識  自らのスキル及び能力についての認識  

職業的可能性  職業的に未成長の能力の有無  

職業経験  職業経験の詳細  

スキルの有無  就職に向けて役立つスキル  

職業関連の経験  その他の職業選択に有用な経験  

Rubin, S. E., Roessler, R. T. & Rumrill, Jr. P.D.（2016）の Table 9.1（pp.269-271）

を翻訳・改編  
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表 1-5 情報収集のポイント（心理社会的側面）  

心理社会的側面  

心理的反応  心理的反応の有無と緩和方法  

失敗への反応  失敗に対する反応  

手当の受給状況  手当等の受給状況  

健康状態  健康状態と認識  

身体症状  心理面に起因する身体症状の有無 

機能制限の否認  機能制限に対する認識 

ストレス反応  ストレスの高い職務への反応 

同僚との協働  同僚との協働の状況  

助言への対応  助言の受け入れの状況  

就職への動機  就職活動に時間を割くことの可否  

家族の協力  家族から協力の有無  

家庭への支援  家庭への支援の必要性の有無  

支援阻害要因  阻害や依存等の家族の関り状況  

家庭環境  過保護な家庭状況の有無 

家族の励まし  家族からの励まし等の協力有無  

余暇  余暇と離職の関係  

文化的要因  考慮すべき文化的要因の有無 

Rubin, S. E., Roessler, R. T. & Rumrill, Jr. P.D.（2016）の Table 9.1（pp.269-271）

を翻訳・改編  

 

表 1-6 情報収集のポイント（経済的側面）  

経済的側面  

生計の状況  生計に関する支援の必要性の有無  

経済支援の状況  経済的支援の有無と支援への影響  

借金の状況  借金の有無 

経済的自立力  経済的自立する力の有無 

Rubin, S. E., Roessler, R. T. & Rumrill, Jr. P.D.（2016）の Table 9.1（pp.269-271）

を翻訳・改編  
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表 1-7 支援計画作成に関連する情報収集のポイント（職業選択に関する側面）  

職業選択に関する側面  

現在の目標に関すること 

職業的目標  職業的目標の適正さ（興味・関心・スキルと職業的目標の一致） 

職業理解  希望する職業についての理解 

労働情勢  地域の労働情勢（できる仕事の存在の有無）  

希望と理解  希望職種の理解、職業の現実的な選択  

職業経験  価値ある職業経験の有無 

募集要件と内容  募集要件及び職務内容についての理解  

職業情報の取得  必要な職業情報の取得状況  

希望職種の傾向  希望職種（対人または対物）の状況  

職務内容と条件  希望傾向（職務内容または求人条件）の状況 

今後の目標に関すること 

職務再設計  職務再設計の支援の可能性の有無  

職場内支援  職場内での支援の必要性の有無  

職業前支援  職業前支援の必要性の有無  

余暇活動の有無  職業選択に寄与する余暇活動の有無と理由  

就職に関すること  

作業環境  除外する必要のある作業環境  

作業耐性  就職に向けての身体・心理的耐性の有無  

採用面接  採用面接で自己アピールの可否  

応募書類  応募書類の作成可否  

支援の必要性  就職に向けて必要となる支援の内容  

Rubin, S. E., Roessler, R. T. & Rumrill, Jr. P.D.（2016）の Table 9.1（pp.269-271）

を翻訳・改編  

 

1.4. 障害の特長に応じた就労アセスメン

トの手法（試案）  

次に表 1-8～1-12 に、文献調査に基づき

各障害の特長等を考慮した就労アセスメン

ト手法等を試案として整理した。いずれの

項目においても、対象者、家族、関係機関

等の聞き取り、相談場面及び訓練等の場面

での行動観察などにより情報を収集するこ

とが前提である。その上で、障害特徴等を

考慮してアセスメントツールを併用してい

くことで、複数の視点から情報を収集する

ことができる。それにより、実践上有用な

情報が把握でき、支援計画策定に繋げてい

くことが可能となる。  
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表1-8 身体的側面のアセスメントのためのツール等（試案） 

 代表的ツール等 想定の対象障害種 備考 

障害状況 MSFAS (シートE) 

ROM1)  

LASMI4) 

PARS5) 

全障害 

身体・高次脳障害 

精神障害 

発達障害 

各障害対応の改訂版あり 

 

E（持続性・安定性）領域 

日常生活 MSFAS (シートE) 

就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

FIM2) 

Vineland-Ⅱ3) 

LASMI4) 

PARS5) 

全障害 

全障害 

全障害 

全障害 

精神障害 

発達障害 

各障害対応の改訂版あり 

項目Ⅰ-1～Ⅰ-8 

 

 

D（日常生活）領域 

移動 就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

LASMI4) 

全障害 

精神障害 

参考チェック項目(6) 

D（日常生活）領域 

支援技術の利用 M-メモリーノート 全障害 メモリーノートの活用訓練 

障害克服の方法 MWS 全障害 課題を用いた観察評価 

1) ROM（Range of Motion test）・関節可動域測定 

 2) FIM（Functional Independent Measure）・機能的自立度評価法 

 3) Vineland-Ⅱ適応行動尺度 https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/vineland2.html 

 4) LASMI（Life Assessment Scale for the Mentally Ill）・精神障害者社会生活評価尺度 

https://www.tomoichiba.jp/s_tomobook_1277.html 

5) PARS（Parent-interview ASD Rating Scale）・親面接式自閉症スペクトラム症評定尺度） 

https://www.kanekoshobo.co.jp/book/b358315.html 

 

 

https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/vineland2.html
https://www.tomoichiba.jp/s_tomobook_1277.html
https://www.kanekoshobo.co.jp/book/b358315.html
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表1-9 教育・職業的側面のアセスメントのためのツール等（試案） 

 代表的ツール等 想定の対象障害種 備考 

知的機能 GATB 

WAIS 

田中ビネー1) 

就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

WCST 

浜松式 2)・RBMT3) 

・CAT4)・WMS5) 

全障害 

全障害 

全障害 

全障害 

全障害 

高次脳障害 

適性能の把握が可能 

 

 

参考チェック項目(7)～(9) 

遂行機能の把握 

職業能力 MWS 

TTAP 

GATB（器具検査） 

LASMI6) 

全障害 

知的・発達障害 

全障害 

精神障害 

 

 

観察評価に基づく職業能力の把握 

W（労働または課題の遂行）領域 

教育及び職歴 就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 全障害 項目Ⅲ-1～Ⅲ-7及びⅢ-12～Ⅲ-15、参

考チェック項目(1)～(3) 

自己認識 MWS 

就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

WCST 

LASMI6) 

全障害 

全障害 

全障害 

精神障害 

訓練版による自己理解の促進 

項目Ⅰ-9 

補完手段検討による障害認識促進 

R（自己認識）領域 

職業的可能性 MWS 全障害  

職業経験 MSFAS (シートD) 全障害 各障害対応の改訂版あり 

スキルの有無 なし  各自治体等の独自シートあり 

職業関連の経験 なし  各自治体等の独自シートあり 

1) 田中ビネー知能検査 http://www.taken.co.jp/vinv.html 

2) 浜松式高次脳機能検査 http://shinkoh-igaku.jp/cgi-bin/order_inspection/275/ordermail.cgi 

3) RBMT（The Rivermead Behavioural Memory Test）・リバーミード行動記憶検査 

https://www.chibatc.co.jp/cgi/web/index.cgi?c=catalogue-zoom&pk=165 

4) CAT（Clinical Assessment for Attention）・標準注意検査法 http://shinkoh-igaku.jp/cgi-

bin/order_inspection/catcas/ordermail.cgi 

5) WMS（Wechsler Memory Scale）・ウエクスラー記憶検査 

https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/wms_r.html 

6) LASMI（Life Assessment Scale for the Mentally Ill）・精神障害者社会生活評価尺度 

https://www.tomoichiba.jp/s_tomobook_1277.html 

 

 

http://www.taken.co.jp/vinv.html
http://shinkoh-igaku.jp/cgi-bin/order_inspection/275/ordermail.cgi
https://www.chibatc.co.jp/cgi/web/index.cgi?c=catalogue-zoom&pk=165
http://shinkoh-igaku.jp/cgi-bin/order_inspection/catcas/ordermail.cgi
http://shinkoh-igaku.jp/cgi-bin/order_inspection/catcas/ordermail.cgi
https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/wms_r.html
https://www.tomoichiba.jp/s_tomobook_1277.html
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表1-10 心理社会的側面のアセスメントのためのツール等（試案） 

 代表的ツール等 想定の対象障害種 備考 

心理的反応 MSFAS (シートB) 

BDI2)・SDS4) 

・HAMD5) 

全障害 

精神障害 

精神障害 

各障害対応の改訂版あり 

失敗への反応 なし   

手当の受給状況 なし  各自治体等の独自シートあり 

健康状態 MSFAS (シートA) 全障害 各障害対応の改訂版あり 

身体症状 なし  各自治体等の独自シートあり 

機能制限の否認 MSFAS (シートE) 全障害 各障害対応の改訂版あり 

ストレス反応 MSFAS (シートF) 

OSI6) 

全障害 

精神障害 

各障害対応の改訂版あり 

同僚との協働 FT感情検査 

就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

TEG3) 

LASMI7) 

知的・発達障害 

全障害 

精神障害 

精神障害 

 

項目Ⅰ-11及びⅡ-1～Ⅱ-8 

 

I（対人関係）領域 

助言への対応 就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

LASMI7) 

全障害 

精神障害 

項目Ⅰ-10 

I（対人関係）領域 

就職への動機 ESPIDD1) 知的・発達障害 項目シートⅠ 

家族の協力 MSFAS (シートC) 全障害 各障害対応の改訂版あり 

家庭への支援 MSFAS (シートC) 全障害 各障害対応の改訂版あり 

支援阻害要因 MSFAS (シートC) 全障害 各障害対応の改訂版あり 

家庭環境 MSFAS (シートC) 全障害 各障害対応の改訂版あり 

家族の励まし MSFAS (シートC) 

就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

全障害 

全障害 

各障害対応の改訂版あり参考チェック

項目(5) 

余暇 TTAPレジャースキル 知的・発達障害 直接観察・家庭・事業所 72項目 

文化的要因 なし   

1) ESPIDD（Employment Support Program for Individuals with Developmental Difference） 「アスペルガ

ー症候群に特化した就労支援マニュアルESPIDD」（明石書店） 

 2) BDI（Beck Depression Inventory）・ベック抑うつ尺度 https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/bdi2.html 

3) TEG（Tokyo University Egogram）・東大式エゴグラム https://www.kanekoshobo.co.jp/book/b487675.html 

 4) SDS（Self-rating Depression Scale）・うつ病自己評価尺度 https://www.sankyobo.co.jp/test/sds/ 

 5) HAM-D（Hamilton Depression Rating Scale）ハミルトンうつ病評価尺度 

http://jsprs.org/scales/ham_d.html 

 6) OSI（Occupational Stress Inventory）・職業ストレス尺度 

http://www.koyoerc.or.jp/company/assessment_tool/236.html 

7) LASMI（Life Assessment Scale for the Mentally Ill）・精神障害者社会生活評価尺度 

https://www.tomoichiba.jp/s_tomobook_1277.html 

 

 

https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/bdi2.html
https://www.kanekoshobo.co.jp/book/b487675.html
https://www.sankyobo.co.jp/test/sds/
http://jsprs.org/scales/ham_d.html
http://www.koyoerc.or.jp/company/assessment_tool/236.html
https://www.tomoichiba.jp/s_tomobook_1277.html
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表1-11 経済的側面のアセスメントのためのツール等（試案） 

 代表的ツール等 想定の対象障害種 備考 

生計の状況 なし  各自治体等の独自シートあり 

経済支援の状況 なし  各自治体等の独自シートあり 

借金の状況 なし  各自治体等の独自シートあり 

経済的自立力 なし  各自治体等の独自シートあり 

 

 

 

 

表1-12 職業選択に関する側面のアセスメントのためのツール等（試案） 

 代表的ツール等 想定の対象障害種 備考 

職業的目標 ESPIDD1) 知的・発達障害 項目シートⅠ 

職業理解 ESPIDD1) 知的・発達障害 項目シートⅡ 

項目シートⅢ就職する上での課題に関する

ニーズ 

労働情勢 TTAP ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｱｾｽﾒﾝﾄ 知的・発達障害 TTAPインフォーマルアセスメント

CRS・CSC 

希望と理解 ESPIDD1) 

職業ﾚﾃﾞｨﾈｽ･ﾃｽﾄ 2) 

VPI3)・OHBY ｶｰﾄ 4) 

知的・発達障害 

全障害 

全障害 

項目シートⅠ 

項目シートⅡ 

 

職業経験 ESPIDD1) 知的・発達障害 項目シートⅣ 

募集要件と内容 ESPIDD1) 知的・発達障害 項目シートⅠ 

職業情報の取得 就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 全障害 参考チェック項目(4) 

希望職種の傾向 ESPIDD1) 知的・発達障害 項目シートⅠ 

職務内容と条件 なし  各自治体等の独自シートあり 

職務再設計 なし なし 職務分析法や課題分析法あり 

職場内支援 なし  インテークシート等において項目あり 

職業前支援 なし  インテークシート等において項目あり 

余暇活動の有無 TTAPレジャースキル 知的・発達障害 直接観察・家庭・事業所 72項目  

作業環境 TTAP ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｱｾｽﾒﾝﾄ 

ESPIDD1) 

青年・成人感覚 5) 

知的・発達障害 

知的・発達障害 

知的・発達障害 

 

作業耐性 就労支援ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 全障害 項目Ⅲ-8～Ⅲ-11 

採用面接   支援技法としてﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝﾌﾞｯｸあり 

http://www.nivr.jeed.or.jp/center/report/su

pport13.html 

応募書類 なし  履歴書作成の指導等の支援 

支援の必要性 なし  インテークシート等において項目あり 

1) ESPIDD（Employment Support Program for Individuals with Developmental Difference） 「アスペルガ

ー症候群に特化した就労支援マニュアルESPIDD」（明石書店） 

2) 職業レディネス・テスト http://www.koyoerc.or.jp/school/assessment_tool/213.html 

3) VPI職業興味検査（Vocational Preference Inventory） https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/vpi.html 

4) OHBYカード https://www.jil.go.jp/institute/seika/ohby/index.html 

5) 青年・成人感覚プロファイル https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/aasp.html 

 

 

 

 

http://www.nivr.jeed.or.jp/center/report/support13.html
http://www.nivr.jeed.or.jp/center/report/support13.html
http://www.koyoerc.or.jp/school/assessment_tool/213.html
https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/vpi.html
https://www.jil.go.jp/institute/seika/ohby/index.html
https://www.nichibun.co.jp/kensa/detail/aasp.html
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２．就労アセスメントの実施状況 

就労アセスメントの実施状況 

 

研究代表者 前原 和明（秋田大学） 

・研究分担者 縄岡 好晴（大妻女子大学） 

・若林 功（常磐大学） 

・八重田 淳（筑波大学） 

 

 

2.1. はじめに 

近年、障害の有無にかかわらず職業を通じた社会参

加と自己実現、そして経済的自立の機会を作り出して

いくという理念が少しずつであるが一般社会に理解さ

れてきている。また、障害者雇用率の達成に関する企業

の社会的責任（Cooperate Social Responsibility: CSR）

や誰もが働きやすい職場作りであるダイバーシティ・

マネージメントといった考え方も広く浸透してきつつ

ある。このような中で、現在、障害者の職業紹介件数及

び就職件数が増加してきている（厚生労働省，2019）。

このように見ると障害者の社会参加や一般就労への移

行に関してスムーズに進んでいるように思われるが、

障害者の職場定着率の低さ、マッチングの失敗等や合

理的配慮の不足による離職等の課題は山積している。 

高瀬・大石・西原ら（2017）の公共職業安定所（ハロ

ーワーク）調査によると、未だに障害者の離職率の高さ

があることが分かる。その離職には職務とのマッチン

グや就業する中での職業上の課題の顕在化があったこ

とが推察される。また、職場適応に向けては障害者本人

の課題改善のみが求められるものではなく、雇用受入

をする職場側の合理的配慮の提供が重要となる。職場

適応に向けては、例えば、「知的障害者の能力や技能に

合わせた業務選択、業務の切り出し」（森・金城・金城

ら，2014）といったように合理的配慮の提供が必要で

あり、この配慮内容の検討のための対応が求められる。

しかし、特に配慮提供に関して、企業、支援者、そして

本人においては、「どのような配慮を提供すればよいか

わからない」などの配慮提供に関する困惑があるよう

である。 

このための支援として、職場適応援助者（ジョブコー

チ）などによる職場を訪問しての定着支援がしばしば

注目される。しかし、むしろ就労アセスメントは、常日

頃の支援と密接に関連するだけでなく、一般企業への

移行の手立てを明確にすることを可能とするため、一

般就労への移行及び職場定着に係る支援を提供する上

での基盤となる。障害者の就労支援の取組みである職

業リハビリテーション（以下、「職リハ」とする）では、

就労アセスメントや職業評価という支援がアセスメン

トとして提供されてきた。Rubin, Roessler & Rumrill

（2016）は、職リハのプロセスは、評価、プランニング、

支援、配置の４つの時期から構成され、この内の評価は、

障害者の①現在及び可能性としての職業的な力や興味

の幅を理解し、②そのような力や興味に見合った可能

性ある仕事について知り、③そのために必要なサービ

スや支援について知ることができるように支援するこ

とが必要と述べている。また、Roessler & Rubin（1992）

は、評価の最終目標はクライエントである障害者と支

援サービスに関する情報を統合し、最も実現可能な職

業的目標を明確化することにあると述べている。この

ように、アセスメントは、現状の把握だけでなく、可能

性の検討と一般就労等への移行に向けた最適なサービ

スの選択につながるものとされていることが分かる。

加えて、Strauser, Chan, Wang et al.（2014）は、職業

評価は障害者のキャリア発達と雇用の促進のための重

要なサービスの一つとして捉え、望ましい成果を達成

するための目標や成果を決めるために行われる必要が

あると述べている。つまり、個別性の高い障害者の個人

目標やその結果の振り返りをする際には、このアセス

メントが不可欠であるということが理解される。 

日本では、就労アセスメントのような職業的アセス

メントの支援として代表的なものとして、障害者の就

労を支える取組みである職リハの専門機関の一つであ

る地域障害者職業センターにおいて実施される「職業

評価」がある。地域障害者職業センターでは、支援対象

障害者の支援に際しては職リハ計画を策定し、職業評

価と呼ばれる職リハ計画の策定のためのアセスメント

の支援を実施している。森（2017）は、この職業評価の

実施において必要となる視点として、①現状だけでな
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く、将来の予測を含めた評価をすること、②個人と環境

の 2 つの視点から可能性を予測すること、③障害者本

人と支援者との協働作業であることを認識すること、

④必要に応じて今後の支援目標や内容を見直すための

再評価を実施することの 4 点を挙げている。このよう

に同様な重要性の認識があることが確認できる。 

就労アセスメントに関しては、このような重要性が

指摘される一方で、障害者の就労支援における実践研

究において明確にアセスメントの実施を記載した文献

数は少ない（塩澤・遠藤・大川ら，2018）。特に、労働

分野（職リハ及び就労支援に関する実践領域）における

研究はほとんど見られない。そのため、就労アセスメン

トの実態について理解することが、今後の障害者の就

労支援における支援強化を考える上で必要であると考

えられる。 

先に述べたように職リハ機関の一つである地域障害

者職業センターにおける就労アセスメントの支援にお

ける位置づけは明確であるのに対して、同じく職リハ

機関の一つである障害者就業・生活支援センター（以下、

「就・生センター」とする）における就労アセスメント

の状況について十分に明らかにされていない。そこで、

予備調査として、就・生センターにおける就労アセスメ

ントの実施実態を明らかにし、その実施促進に向けた

今後の課題について整理する。 

 

2.2. 方法 

 

2.2.1. 調査対象 

 全国の就・生センター、全334所（2019年6月1日

現在）を調査対象機関とした。回答については、担当部

署の組織としての回答を求めた。 

 

2.2.2. 調査方法 

就・生センターに対しWEB調査を実施した。就・生

センター直接又は法人代表のメールアドレスに対して

依頼文を送信した（連絡先が不明のセンターに対して

は依頼文をFAXで送信した）。最終的に計87機関から

の回答を得て、回収率は26.0％であった。 

 

2.3. 結果 

2.3.1 就労アセスメントの実施状況 

就・生センターにおける2018年度の支援対象者の障

害種別について支援頻度の選択で回答を求めた。図2-1

の通り、回答を得た87機関において、知的障害者は「頻

繁に支援する」とすべての機関から回答を得た。他の障

害については、精神障害者及び発達障害者は「頻繁に支

援する」、身体障害及びその他障害（高次脳機能障害、

難病等）は「まれに支援する」が主の回答割合であった。 

 

 

図2-1  障害別の支援実施頻度 
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次に、2018年度に就労アセスメントを実施したと回

答した機関は、回答を得た87機関中44機関で50.6％

の約半数の機関で実施していた。この未実施の理由の

多くは「就労アセスメントの依頼がなかった」と回答し

た。図2-2の通り、就労アセスメントを実施した44機

関における知的障害者に対する実施状況は 93.2％であ

り、他の障害に比べてほとんどの機関で知的障害者に

対するアセスメントの実施をしていた。 

 

  

図2-2  障害別の就労アセスメント実施有無 

 

2.3.2. 代表的アセスメントツールの使用状況 

 全ての回答の協力機関における就労アセスメントの

ための代表的アセスメントツールの使用状況は以下の

通りであった。 

 ウェクスラー式成人知能検査（WAIS）は、図2-3の

ような使用状況であった。多くは、「全く使用せず」

（62.1%）と回答されていた。 

 

 

図2-3 ウェクスラー式成人知能検査（WAIS）の使用状況
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 一般職業適性検査（GATB）は、図2-4のような使用

状況であった。これも多くは、「全く使用せず」（63.8%）

と回答されていた。 

 

 

図2-4 一般職業適性検査（GATB）の使用状況 

 

ワークサンプル幕張版（MWS）は、図2-5のような

使用状況であった。多くは、「全く使用せず」（55.2％）

と回答されていた。 

 

 

図2-5 ワークサンプル幕張版（MWS）の使用状況 

 

自閉スペクトラム症の人の移行アセスメントプロフ

ィール（TTAP）は、図2-6のような使用状況であった。

多くは、「全く使用せず」（79.3％）と回答されていた。 
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図2-6 自閉スペクトラム症の人の移行アセスメントプロフィール（TTAP）の使用状況 

 

就労支援のためのチェックリストは、図2-7のような

使用状況であった。他のツールと異なり、「全く使用せ

ず」は31.0％にとどまり、「時々使用」が39.7％と回答

されていた。 

 

 

図2-7 就労支援のためのチェックリストの使用状況 

 

 その上で、機関独自の就労アセスメントツールにつ

いては、図2-8の使用状況であった。多くの機関は機関

独自の就労アセスメントツールを使用していない

（71.3%）状況であった。 
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図2-8 機関独自のアセスメントツールの使用状況 

 

 

2.3.3. 就労アセスメントの実施方法 

 2018年度において就労アセスメントを実施したと回

答した機関に対して、就労アセスメントの実施方法を

最大2つまで選択して頂いた。結果、各障害に対する就

労アセスメントの実施方法は、図2-9の通りであった。 

 知的障害、発達障害、発達障害、その他障害と比較し、

精神障害において就労アセスメントの実施方法の違い

が確認できた。「対象者、家族、関係者等への面接」が

3 割程度実施されている一方で、精神障害においては、

それは3.7％と割合が少ない状況であった。 

 

  

図2-9 障害毎の就労アセスメントの実施方法 
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また、この就労アセスメントの実施理由については、

図2-10の通りであった。3～5割程度の機関において、

「アセスメントをする上で有効であるため」と回答さ

れている一方で、自機関の方法として一般的及び他の

ツール等を実施することができないとの回答も見られ

た。 

 

 

図2-10 障害毎の就労アセスメントの実施理由 

 

2.3.4. 就労アセスメントの実施目的 

回答のあった44機関に対し、就労アセスメントの実

施目的を最大２つ、その後、「実施されているので該当

なし」又は必要性は感じているが未実施の目的を最大

２つまで選択を頂いた。 

まず知的障害者における実施目的と未実施目的の結

果は、図2-11の通りであった。ちなみに、実施できて

いるので問題ないと回答した機関は、12 機関であり

14.8％に過ぎなかった。「作業態度・作業遂行力」及び

「対人対応、社会生活面」の把握を目的とする一方で、

「日常生活の状況」及び「自己理解の状況」の把握に課

題が見られた。 
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図2-11 知的障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

精神障害者における実施目的と未実施目的の結果は、

図2-12の通りであった。ちなみに、実施できているの

で問題ないと回答した機関は無かった。「作業態度・作

業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握を目的

とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の中での

状況」の把握に課題が見られた。 

 

 

図2-12 精神障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

発達障害者における実施目的と未実施目的の結果は、

図2-13の通りであった。ちなみに、実施できているの

で問題ないと回答した機関は無かった。「作業態度・作

業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握を目的

とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の中での

状況」の把握に課題が見られた。 
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図2-13 発達障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

身体障害者における実施目的と未実施目的の結果は、

図2-14の通りであった。ちなみに、実施できているの

で問題ないと回答した機関は無かった。「作業態度・作

業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握を目的

とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の中での

状況」の把握に課題が見られた。 

 

 

図2-14 身体障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

その他障害者における実施目的と未実施目的の結果

は、図2-15の通りであった。ちなみに、実施できてい

るので問題ないと回答した機関は無かった。「作業態

度・作業遂行力」及び「対人対応、社会生活面」の把握

を目的とする一方で、「日常生活の状況」及び「集団の

中での状況」、「自己理解の状況」の把握に課題が見られ

た。 
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図2-15 その他障害者における就労アセスメントの実施目的と未実施目的 

 

2.3.5. 就労アセスメントの実施効果 

回答のあった44機関に対し、就労アセスメントの実

施効果について複数選択で回答を求めた。結果、就労ア

セスメントの実施効果は図2-16の通りであった。 

その実施効果として、第一に「支援対象者にとって必

要な配慮事項を整理することができた」が挙げられた。

次いで、知的障害者は「支援対象者の伸びしろを把握で

きた」及び「一般就労等に向けた見通しをもつことがで

きた」、精神障害者及び身体障害者は「支援対象者のニ

ーズを整理することができた」、発達障害者及びその他

障害者は「一般就労等に向けた見通しをもつことがで

きた」及び「支援者（支援機関）間での協力体制が促進

された」であった。 

 



35 

 

 

図2-16 就労アセスメントの実施効果 

 

2.3.6. 就労アセスメントの実施上の課題 

 就労アセスメントの実施上の課題について該当する

項目の選択を一つ求めた。その結果は、図2-17の通り

である。課題無しの認識はいずれの障害においても2割

程度であった。その上で、「アセスメント実施のための

マンパワー面（人員体制・実施時間の確保など）の不足」

及び「アセスメント実施のための環境面（スペースやツ

ールなど）の不足」が課題として多く挙げられた。 
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図2-17 就労アセスメントの実施上の課題 
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2.4. 考察 

2.4.1. 支援の見立てに向けての情報の統合 

 就・生センターに対する実態調査では、近年就職件数

等が増加している精神障害者及び発達障害者の支援頻

度が高まっている状況が確認できた。次に、就労アセス

メントの実施内容については、必ずしもアセスメント

ツールを使用しているわけではなく、相談場面を中心

とした聞き取りや企業実習等による観察評価がおもに

実施されていた。このような実態を踏まえると、「得ら

れた情報が就労支援においてどのような意味を持つの

か」や「本人のニーズを踏まえた際にどのような支援制

度を用いるのか」といったように、アセスメントから得

られた情報を統合することが実践上は必要となってい

ると考えられる。 

これはいわば、支援者の「見立て」の確立が重要とい

うことである。この「見立て」は臨床心理学分野におい

てよく用いられる用語であるが、職リハの実践場面で

もしばしば使用される。土居（1992）は、見立てを「こ

こでいう診断とは単に分類のためにレッテルをはるこ

とではない。そうではなく、患者の病状を正しく把握し、

患者と環境の相互作用を理解し、どの程度まで病気が

生活の支障となっているかを読み取ることである」と

解説している。職リハにおいては、就労支援の今後の支

援や支援の方法、大まかな個別の支援計画といったも

のの見通しといったような意味合いで用いることがで

きる。就労アセスメントで得られた情報の統合とは、就

労支援の実践上は、この見立てということと同義であ

る。青山・岡田（2019）は、就・生センターに対する精

神障害者のアセスメント実践の質的向上に向けた調査

の分析の結果、業務に関する知識だけでなく、「批判的

思考態度」の育成が必要と結論づけている。この「批判

的思考態度」は実践における情報の取捨選択及び計画

立案に関連する態度であると考えられ、この見立てと

いう支援概念と同一のものであると考えられる。今後

の就労アセスメントの実施促進に向けては、この就労

支援における見立ての力を育成することが求められる

であろう。障害者の直接的就労支援に携わる障害者就

業・生活支援センターの支援者は、福祉関連の資格を所

持すること及び職場適応援助者（ジョブコーチ）などの

研修を受講し研鑽を積んでいる。その一方で、この見立

てという能力は、就労支援の実践の中に内包され、言語

化されにくいものである。そのため、単なる座学の知識

だけでは獲得することが難しく、一般的に実際の就労

支援をする中で経験的に獲得するものであると考えら

れる。そのため、事例検討やスーパービジョンといった

実践現場における研修のあり方の工夫が求められると

考えられる。このような研修のあり方は現段階で十分

であるとは言い難く、今後も検討していくことが必要

な課題であると考えられる。 

 

2.4.2. 連携を活用したアセスメント 

就労アセスメントの実施は、企業において働く際の

職場で必要とされる配慮事項の検討、個人に対する就

労支援の改善及び見通しの把握を可能とするといった

効果があることが明らかになった。このようなアセス

メントの効果がある一方で、就労アセスメントを通し

て達成できていない目的として「日常生活の状況」及び

「自己理解の状況」といった状況の把握が挙げられて

いた。就労アセスメントの更なる効果を高める上では、

職場適応のための支援の手立てや職務とのマッチング

の検討のための情報把握だけではなく、職業生活の維

持を目指した日常生活状況の把握といったアセスメン

トの幅を広げること、加えて、自分自身を理解し具体的

な支援や課題改善につなげるために必要とされる自己

理解の促進の観点を取り入れた効果的なフィードバッ

クをアセスメントの中で実施していくことが必要と考

えられる。特に、この自己理解の支援は、就労支援にお

いてはしばしば必要とされるものである（前原，2018；

前原，2019；前原・八重田，2019）。というのも、これ

は本人の主体性及び自己決定の促進につながるだけで

なく、職場適応に必要となる具体的な対応方法を明確

化することにつながるからである。このような観点か

ら就労アセスメントを実施していくことは、就労支援

にとって有効であると考えられる。しかし、このような

就労アセスメントを実施していく上では、実施上の課

題として挙げられたマンパワー不足やスペース及びツ

ールの確保といったことが実情としてある。このよう

な課題がある中で、就労アセスメントの効果をどのよ

うに上げていくかということを検討することが必要で

ある。ここで必要となる視点が、やはり多機関連携であ

る。多機関連携というと、既に多くの場面で必要性が指

摘されており目新しい視点ではない。しかし、その一方

で、必要性が多く指摘される一方で、職リハのような

様々な機関が交わる連携場面においては、その多機関

連携が実践上難しいのが実情ではないだろうか。前原

（2010）は、職リハにおける連携促進のための視点と
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して、個々の支援者の目的を共有することが必要とい

うことを指摘している。就労アセスメントは、支援の手

立てを検討するための情報収集の場であり、幅広く多

様な情報を得るということで目的の共有をし、連携の

ための方針を検討するという場につながる支援である。

よって、連携促進のきっかけになりやすいものである

と言える。このような多機関連携のためのきっかけと

して就労アセスメントを活用していくことが求められ

る。 
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３．就労アセスメントを用いたコンサルテーション支援 

就労アセスメントを用いたコンサルテーション支援 

 

研究分担者 縄岡 好晴（大妻女子大学） 

・研究代表者 前原和明（秋田大学） 

 

3.1. はじめに 

予備調査において就労アセスメントが十分に実施さ

れていない状況とその理由が確認できた。図3-1のよう

に、就労アセスメントが実施されないことで、複数の機

関が様々な支援計画を策定するというような計画重複、

支援者が十分な支援ができないという状況や支援の引

継ぎに関連する連携不足に起因する課題が想定される。

また、このような就労アセスメントが実施されない理

由としては、「多様な障害への対応が求められることに

より専門的知識が不足している状況」や「就労アセスメ

ントに関する知識やスキルの不足」が考えられる。 

 

 

図3-1 就労アセスメントの不足の理由と連携上の課題 

 

 このような現状に対して、就労アセスメントの実施

を援助し、連携を促進するための方策が求められる。こ

こでは、コンサルテーション支援の実施という側面か

ら検討する。なお、コンサルテーション支援により、図

3-1の就労アセスメントに基づく支援を図3-2のように

改善できることが期待される。これにより、複数の支援

機関が連携すること、情報共有に向けた小ステップの

支援対応と多機関とのやり取りのための経路が確立さ

れることができるようになると考えられる。 
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図3-2 コンサルテーション支援による就労支援プロセスのイメージ 

 

本節においては就労アセスメントを用いたコンサル

テーション支援の事例として、就労アセスメントツー

ルである TTAP（ TEACCH Transition Assessment 

Profile）を用いた実践事例について報告する。ここでの

主眼は、主に就労アセスメントにおけるコンサルテー

ション支援の効果について検討することである。なお、

TTAP は、自閉スペクトラム症（Autism Spectrum 

Disorder, 以下 ASD）を対象とした就労移行のための

アセスメントツールである。 

今回は、事業所から TTAP の活用における指導依頼

を受け、コンサルテーションを実施した。 

 

3.2. 対象者の特性 

ユウタ(仮名)、32歳、男性、ASD、ADHD、精神保

健福祉手帳3級。WAIS-Ⅲの結果は、全検査 IQ＝69、

言語性 IQ＝65 動作性 IQ＝74である。 

職業能力開発校を卒業後、一般枠で 8 年間、倉庫内

軽作業に従事するもキャリア形成に不安を感じ、手に

職をつけるため介護の資格を取得した。その後、特別養

護老人ホームに転職したがミスによる上司や先輩から

の叱責が続き退職をする。離職中（当時31歳）にADHD

と診断され、医療機関の紹介により就労移行支援事業

所の利用に至った。利用時は生活保護を受給しながら

独居しており、実家の家族とはやり取りはあるものの

障害について理解が浅いため劣等感が強く自己評価が

極端に低い状況であった。本人は、介護職への復職を熱

望しており、障害枠で就労したいと考えていた。 

また、事業所の課題としては、対象者に対する特性に

応じた支援の検討、スタッフ間の情報共有の課題など

があげられていた。そのため、TTAPによるアセスメン

トツールを活用することを目的としたコンサルテーシ

ョンを実施した。 

 

 

 

以下、図 3-3 の移行支援のプロセスに沿って報告す

る。 

 

【主なコンサルテーションの内容】 

1回目：フォーマルアセスメントの実施 

2回目：支援計画の立案 

3回目：インフォーマルアセスメントの実施 

4回目：全体のまとめ 
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図3-3 移行支援のプロセス 

 

 

3.3. 結果 

3.3.1 コンサルテーション１回目：【フォーマルアセス

メントの実施】 

ユウタはADHDの診断を受けてから日が浅く、自分

自身の特性（得意・不得意）や企業側に求める配慮点に

ついて整理できていない状況である。そのため、本人へ

の自己理解を深めることを目的にコンサルテーション

1 回目として TTAP フォーマルアセスメントを実施し

た。 

アセスメントの目的としては ①特性から生じる課

題面の把握、②強みとなるスキルの整理とした。フォー

マルアセスメントのひとつ家庭尺度については、ユウ

タの家庭の事情でヒアリングすることができなかった

ため今回は実施していない。 

 

3.3.2 コンサルテーション２回目：【支援計画の立案

】 

フォーマルアセスメントの結果（図3-4）を受け、

構造化による支援方法についての提案（図3-5）、

TTAP報告書の様式とトピックスのまとめ（図3-6）

およびTTAPの移行分析フォーム（図3-7）を作成し

、ユウタが就労を目指す上で留意が必要なスキルとそ

れぞれの目標をリストアップした。これらをもとに個

別支援計画書（図3-8）を作成し、本人および相談支

援事業所のスタッフ間で支援の方向性を確認・共有し

た。また、個別支援計画書は事業所オリジナルのもの

で3か月ごとのモニタリングに使用した。 

移行支援のプロセス

インフォーマルな面接や観察を通して生徒について知る
照会目的は何か?

TTAPのフォーマル・セクションの実施

家庭尺度、学校・事業所尺度

直接観察尺度

報告書作成のポイント:

照会目的に応える
現在の機能レベル

助言

関係者によるIEPミーティングの開催

移行プランの作成
目標達成のための支援者の側の責任の確認

インフォーマルなアセスメント

スキルの実績記録 (CRS)

生徒が現在もっているスキルの見極め

地域での評価ワークシート (CSAW)

実習開始前

日報 (DAC)

地域での評価ワークシート (CSAW)

実習終了後

スキルの実績記録 (CRS)

生徒が新たに獲得したスキルを追加する

移行プログラムの目標再設定のためのIEPミーティングの実施

年間3～4ヶ所で実習
１ヶ所あたり6～12週間

学校教育卒業／インフォーマルアセスメントの実施
スキルの実績記録を次の支援機関に送る

図4-2 

図4-3～4-5 

図4-6 

図4-10､4-

11図4-12 

図4-13 

図4-7 

目的の確認（TTAP を行なっ

た目的） 

図4-8､

4-91か所、14日間 

図4-15 

実習先で挙がった課題に

対する事業所内訓練 
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図3-4 フォーマルアセスメント 得点プロフィール 

 

 

図3-5 構造化による支援方法についての提案 

 

 

 

 

 

 

直接観察尺度から抽出項目
P（合格） E（芽生え） F（不合格）

36　スケジュールに従う
　　　　　☑絵　　　□文字

○

5　数字カードの分類と束ね合わせ ○

7　旅行キットのパッケージング ○

46　余暇活動への要求とワークシステムへの反応 ○

38　休憩時間が終わった後、道具を片づける ○
72　視覚的ルールに従う ○

3　絵カードを用いた部品の収納 ○

7　旅行キットのパッケージング ○
11　カップとスプーンによる計量 ○
38　休憩時間が終わった後、道具を片づける ○
72　視覚的ルールに従う ○

11　カップとスプーンによる計量 ○

58　文字による指示に従う ○
72　視覚的ルールに従う ○

4　色カードのマッチング ○

7　旅行キットのパッケージング ○
9　定規での測定 ○

35　請求伝票の計算をする ○

43　カウンターを使って遊びの時間の終了を理解する ○
48　地域での余暇活動に必要なお金の計画 ○

強調/量の
明瞭化

視覚的明瞭
化

文字による
指示

視覚的指示

容器による
組織化

視覚的組織
化

左から右へ
の流れ

まず～次に
の流れ

ワークシス
テム

絵や図によ
る指示

構造化の要素 達成レベル

スケジュール

直接 事業所 直接 事業所 直接 事業所 直接 事業所 直接 事業所 直接 事業所

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

合計 9 12 9 9 10 12 12 8 11 11 10 9
芽生え 3 0 3 3 2 0 0 4 1 1 2 3

（IB）

職業スキル 職業行動 自立機能 余暇スキル 機能的コミュニケーション 対人行動

（VS） （VB） （IF） （LS） （FC） VS VB IF LS FC IB 直接 学校

12 12

11 11

10 10

9 9

8 8

7 7

6 6

5 5

4 4

3 3

2 2

1 1

合計 10 9 11 10 11 9 合計 10 10
芽生え 2 3 1 2 1 3 芽生え 2 2

スキル平均値 尺度平均
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紹介情報 

紹介元：医療機関 
評価の目的：①適切な自己理解 ②職業上の課題の発見  

③②を踏まえた事業所内訓練の設定 ④ジョブマッチング 
保護者の関心：不明 
現在の状況：就労移行支援事業所Aを利用中 

クライエントに関する情報 

32歳、ADHD、中肉中背、眼鏡使用、身だしなみ・整容に乱れはない。 
検査前夜はあまり眠れなかったとのこと。開始前に頓服薬と水を用意し、検査中も終始表情は硬く、
動揺すると小声で「落ち着け、落ち着け」と独語が見られ、深呼吸をするなど明らかな緊張が見てと
れた。相づちが頻繁。ストップウォッチで時間を計っていることが気になるようで「あと何分ですか
？」「制限時間はありますか？」と聞いてくる場面があった。動揺したりイライラすると机を指でト
ントンと性急に叩いたり貧乏ゆすりが見られる。テンションが上がると声が裏返り声量が大きくなる
。 

＜職業スキル＞ 
芽生えは直接観察尺度の3項目のみ。No.8「単語カード」の配列では「ほん」と「りんご」が逆とな
っていた。No.10「番号による索引カードの収納」では仕切り板の意味がわからず箱から取り出してし
まった。No.11「カップとスプーンによる計量」では、1/2カップの意味がわからず動きが止まってし
まった。視覚的な支援が有効であり、情報をわかりやすく伝える必要がある。 

＜職業行動＞ 
直接観察および事業所尺度それぞれ芽生えが3項目ずつ。No.21「必要な時に援助を求める」No.22「
修正に対する反応」No.23「中断された時の許容度」はいずれもイライラした様子や動揺が見られた。
No.162「他人の近くで働く」では、苦手な相手の声を聴いただけでイライラしトイレに籠る、頓服を
飲むなどの行動が見られた。他者からの指摘や評価に弱く対人ストレスが行動に影響する可能性が高
いと伺える。 

＜自立機能＞ 
No.34「カレンダーの使用」、No.35「請求伝票の計算」は説明を聞き終わる前に取り組もうとしてい
た。自己判断で行動を起こしやすい可能性が伺える。 

＜余暇スキル＞ 
余暇活動のパターンが少なく一人での活動を好む。集団での余暇活動にも参加することができるがメ
ンバーによっては逆にストレスになる可能性がある。引き続き、ストレスコーピングについて確認を
していく必要がある。 

＜機能的コミュニケーション＞ 
好ましくない感情の表出の豊かさに比べて、好ましい感情の表現が乏しいといった結果であった。ま
たNo.51「時間差のある指示」が芽生え反応であった。 

＜対人行動＞ 
事業所尺度のNo.210「作業中に自制心を持つ」No.211「グループ活動に参加する」No.212「特定の
人々との仲間関係を求める」で芽生え。自分の考え方や価値観から逸脱する言動に遭遇するとストレ
スを感じやすく、その場から逃げ出したり、呼吸が荒くなったりするなどの行動が見られる。他者へ
の許容度とストレスコーピングに課題が見られた。 

＜要約と推奨＞ 
・作業指示について 
口頭での指示では、最後まで指示内容を聞かず、行動に移そうとする姿勢が見られる。写真や完成

見本のほうがミスも少なく、正確な行動として移りやすい。頻繁に相づちを打つため一見理解したよ
うに見えるが、返事と理解が伴わない場合があるので、指示者が一度やってみせる、もしくは本人に
一度やらせてみるなどのプロセスが必要か。 
・行動面について 
 ①援助要求が苦手。援助要求に対する本人の認識を明らかにし、レベルに合わせて訓練・支援をす
る。 
②他者評価に敏感なため、正のフィードバックを有効に使う必要あり。 

・対人面について 
 他者への許容度が低く、ストレスを感じやすい。職場に苦手な相手がいた場合どうするか、ストレ
スを感じた時にどうするか等、就労を想定した対人技術を身につけた上で、現場での人的環境の合理
的配慮について見極めていく。 

図3-6 TTAP報告書の様式とトピックスのまとめ 
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図3-7 移行計画立案のための分析フォーム 

 

 

図3-8 個別支援計画書（部分抜粋） 

 

3.3.3. コンサルテーション3回目【TTAPインフォー

マルアセスメントの実施】 

ユウタが通勤範囲として想定しているエリアを確認

し、管轄するハローワークの障害者求人を集計し「ス

キルチェックリスト（CSC）A市南エリア版」を作成

した（図3-9）。さらにその中で本人が志望する介護

職において必要とされる職務内容やスキルについてリ

ストアップし、現在保有するスキルと今後支援が必要

なスキルについてチェックした（図3-10）。また、行

動面でもTTAPのCBC行動チェックリストをもとに

支援が必要な行動・態度を絞り込んだ（図3-11）。 

 

 

 

指導目標 関連目標

職業スキル 作業効率が悪い
自分の特性を知り、効率の良
い作業手順を自ら構築すること
ができる。

企業実習による職業体験を実施
することで、得意・不得意の見極
め及び課題の抽出を行う。

職業行動
必要な時に援助を求めることが
できない

不明点や質問を整理し、自発
的に助けを求めることができ
る。

実習場面、模擬就労場面を増や
す。

自立機能
ストレスがかかると睡眠に支障が
出る

ストレスのセルフチェックを
ルーティン化する。

支援者全体で正のフィードバック
を行うことで行動を強化する。

余暇スキル
興味のある分野が狭く、パターン
が少ない

特別開所に参加し余暇活動の
幅を拡げる。

休憩時間や昼休みなどに他者と
交流することに慣れる。

コミュニケーション 聞きながら書くことが苦手
本人の認知特性に合わせたコ
ミュニケーション手段を確立さ
せていく。

実習場面、模擬就労場面を増や
す。

対人行動
対人ストレス耐性が低くコーピン
グに課題

目的や関係性に応じて場面を
設定し、対人的な場を増やす。

実践的な対人行動場面における
フィードバックを徹底する

目標のタイプ
機能領域 留意が必要な特定のスキル

目標/時期 １～３月 ４～6月 ７～9月 10～12月

①作業面

・指示訓練
　（援助要求訓練）
・マニュアルによる
　各種作業訓練

〃
・事業所内での
　就労模擬訓練

〃

②生活面

週3～4日通所
※定期的に面談を行い
体調を鑑みながら調整
していく。

〃 週4～5日通所 週5日通所

③就職活動
・就職準備講座
・ハローワーク登録

・実習参加
　（課題の把握、
　　得意不得意の整理）

〃 就職

④対人面

・JST（対人技能訓練）
・メンタルヘルス講座参
加
（ストレスコーピング訓
練）

〃 〃 〃

■今後の支援スケジュール

「援助要求」

の練習

自己肯定感

を高めるための面談

現場実習での

アセスメント

ストレスコーピング、

対人スキルの向上
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図3-9 CSC A市南エリア版（※部分抜粋） 

 

 

 

図3-10 介護職のCSC 

 

 

商品の品出し 商品の品出し 作業服・衛生帽に着替える PCによる文書作成 重機械の運転・操作

陳列棚の管理、前出し 陳列棚の管理、前出し ゴム手袋の使用 データの入力 ベルトコンベアの取扱い

在庫管理 在庫管理 食器洗い機の使用 文書のPDF化 削岩機の操作

商品の補充 商品の補充 食器洗い乾燥機の使用 文書の仕分け・ファイリング コンクリートの締め固め（コンクリートポンプ）

値札、シールつけ 値札、シールつけ 食器用洗剤の使用 コピー機の使用 ブ ロック積み

生鮮食品のパック作業 商品のラッピング 食器用スポンジの使い分け 文書の封入・郵送準備 石積み

商品の小分け包装 レジスター作業 食器類の洗浄 宛名書き 芝張り

レジスター作業 入荷商品の検品 食器類を拭く 電話応対 盛り土

入荷商品の検品 接客・応対 食器類の整頓 シュレッダー 鉄筋型枠組み立て

接客・応対 衣類の採寸 スポンジやふきんの洗浄・漂白 文書のラミネート くい打ち作業補助

店内清掃 店内清掃 洗い場の清掃（シンク、床） テプラシールの作成 軽量のブル ドーザー

名刺の分類 クレーンの操作

宅急便の手配 ガス溶接

押印 玉掛作業

ラベルシール貼り 機械工具や資材の取扱い

資料の製本、ホチキス留め

来客対応

お茶出し

百貨店・スーパーマーケット販売店員 建設・土木作業員総合事務員食堂作業員（食器洗浄係）衣服・身の回り品販売店員

EH 食事介助 P 汚物・おむつのゴミ処理
P 配膳・下膳 P トイレ清掃
EH 入浴介助 P 浴室清掃

排泄介助 P 掃除機の操作
EL 車いす移乗介助 P 手指の消毒

清拭 おむつの交換
読み書きの代行 P リネンの交換
レクリエーションの計画 資格：介護福 祉士

EH 高齢者の話し相手 P 資格：介護初任者研修

P ゴミの回収

施設介護員
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図3-11 行動チェックリスト（CBC） 

 

・CSAWの作成（初日） 

ユウタの通勤可能圏内で志望する介護職の現場実習

が可能となった。実習先は有料老人ホームで14日間、

作業は利用者の居室清掃を行うことになった。実習初

日に職員から業務のレクチャーを受ける際にスキルお

よび行動領域のCSAW（図3-12、3-13）を記録した。 

 

 

図3-12 CSAW・スキル領域（初日） 

 

職業行動 自立機能 余暇スキル コミュニケーション 対人スキル 移動

P
１日を通しての仕事の
持久力の維持

P 約束の時間までの到着 P
休暇または自由時間の
選択への関与

EL
声の音量のコントロー
ル

EH
対人的なやり取りへの
適切な参加

P
交通手段の使用(徒
歩、自転車、バス、自
動車など）

P
1日の中の労働時間(3
時間）

P スケジュールに従うこと P 時間通りに戻ること EL
言葉による指示に従う
こと

EH 適切な言葉の使用 P 地図と指示に従うこと

P 週の中の労働日数 P
スケジュールの変化ま
たは新しい活動への適
応

P
所定の休憩場所に行く
こと

EL 援助を求めること P 他の人への挨拶 P
自分の移動手段や日
程の調整

P
作業の継続と普通の
ペースでの労働

P
場面にあった適切な服
装

EH
運動や余暇活動への
参加

EL
必要なことや痛みを伝
える

EL
対人的係わりを自分か
ら始めること

P
特別な移動の計画の
必要性

EH
注意散漫にならない度
合い

P 安全手順の遵守 P
文書または視覚的指示
に従うこと

EH
他の人が働きかけたこ
とへの反応

P 作業から作業への移行 P
買物のためのお金の使
用

EH 緊急情報の提供 EH
対人的な活動への参
加

P
仕事場への留まりと決
まった時間での部屋の
中の移動

P 視覚指示に従う EH 質問への応答 P
対人的な距離を保つ必
要性

P 質の維持 P
個人の金銭や予算管
理

EH 感情的ニーズの表現 P
他者の対人的な距離を
保つことの尊重

EH
求めに応じての速度の
変更

P
衣服の管理

P
電話の伝言を受けるこ
と

P 視覚的ルールの理解

EH
作業速度の維持と夢中
になることの自制

P
自分の食事を食べるこ
とと適切なゴミの処分

P
情報を伝えるための電
話の使用

P
会話の話題への参加と
話題の変更

P
作業成績を補助するた
めの仕事用具の整理
統合

P 身だしなみの維持

EH 間違いの修正 EL
ストレス時の睡眠コント
ロール

EH
活動中の中断への応
答

EL
ストレスと処理とリラク
セーション技法の使用

P 監督なしの仕事

EH 訂正への応答

P
複数の監督者への応
答

地域での実習現場アセスメントワークシート（ＣＳＡW) スキル領域 ＜カーペット掃除＞

名前 ユウタ 日付 2015年9月18日
模擬的就業場面 介護補助職 ジョブコーチ／スタッフ　 清水、上原

合格
芽生え（高か低
で記述し、その
基準も明記）

不合格

掃除道具（コロコロ）の確認をする ✔
ベッドのストッパーをはずす ✔
ベッドを、邪魔にならない位置に移動する ✔
ストッパーを止める ✔ ストッパーが止まっているかの確認
掃除道具（コロコロ）で、ベッドの下を掃除する ✔
ストッパーをはずす ✔
ベッドを、元の位置に戻す ✔
ベッドのストッパーを止める ✔ ストッパーが止まっているかの確認

掃除道具（コロコロ）で、部屋の隅から中央に
向けて掃除する

✔
「隅から中央へ」字義通りに捉え、奇妙な動きに。コロコロの紙を変
えずに進める→指示書に書いていなかったので、気付いたがあえて
やらなかったとのこと。

仕事のモレがないか確認する ✔ 指さし確認しているが、流している様子（恰好だけ？）
終了したら、担当者に報告する ✔

※合格＝手助けを必要としない／自立している　　芽生え（高か低）＝手助けがあってできる　　不合格＝作業のどの部分も完成できない

目標（作業課題が
目標となるなら
チェック）

仕事の内容（作業）

実効レベル
芽生えスキルに関して行ったあらゆる作業の修正点、視覚
的構造化、指導方法について記述
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図3-13 CSAW・行動領域（初日） 

 

【スキル領域】 

ユウタはカーペットに粘着ローラーをかける際、口

頭指示で「部屋の隅から中央に向けてかけてください」

と言われたが、一般的なイメージとは異なるぎこちな

い動きになってしまった。また、粘着ローラーにゴミが

付着して粘着力が落ちてもそのまま使い続けていた。

本人曰く「粘着力が無いのはわかっていたが、指示を受

けていないから替えてはいけないと思った」とのこと

だった。この行動に関して、直接観察尺度No.49【こと

ばによる指示あるいはジェスチャーの理解】の項目に

おいて言語指示の課題は「合格」だったが、No.11【カ

ップとスプーンによる計量】やNo.34【カレンダーの使

用】で、言葉の意味を取り違えたり早合点したりしてし

まい「芽生え」になっていたことからも課題であること

がわかった。また WAIS-Ⅲの言語性検査の各スコアか

ら鑑みても口頭指示のみの理解は苦手で、かつ字義通

り捉える傾向が見て取れたため、先行モデリングが教

授方法として適切だと予測し提示した。その結果、視覚

的な情報が理解を助け、要求された動きを再現するこ

とができた。 

【行動領域】 

 実習中はイレギュラーな場面に遭遇することがあっ

た。例えば、清掃箇所に私物が置いてあって動かしてい

いかわからない、清掃用具がいつもの場所に置いてお

らず作業ができないなど、職員に質問して確認するこ

とが求められる場面だが、ユウタは自力でなんとかし

ようとする傾向にあり、その分、時間をロスすることが

多かった。これは直接観察尺度No.21【必要な時に援助

を求める】の項目でも「芽生え」からも予見されていた。

実習中は職員が「どうしましたか？」と声を掛けてくれ

て難を乗り切ったが、実際の介護職では迅速で適切な

作業を求められるため、この点は就業上の課題となる

ことが予想された。また、職場における適切な話題の選

別にも課題が見られた。休憩時間に前職の愚痴や悪口

などネガティブな話題を発言してしまうことがあり対

人スキルの課題が浮き彫りになった。 

 

・DACの記録 

CSAWで「芽生え」のチェックがついた項目に関して、

その後の日々の達成度をDACに記録した（図3-14）。構

造化により一定期間「合格」にならない場合は再構造化

を図りその内容と目的を記し、チェックする職員が引

き継いでもわかるようにした。 

 

地域での実習現場アセスメントワークシート（ＣＳＡW) スキル領域 行動領域

名前 ユウタ 日付 2015年9月18日
模擬的就業場面 介護補助職 ジョブコーチ／スタッフ　 清水、上原

合格
芽生え（高か低
で記述し、その
基準も明記）

不合格

【職業行動】

・時間内に終わらせる（時間を意識して行動する） ✔ 時間を意識しすぎて性急になる

・ミスの指摘や注意に対する建設的態度 ✔
注意や指摘を受けるとフリーズ、呼吸が荒くなる・慌てた様
子（見てすぐわかる）

・援助要求ができる ✔
まず自力でなんとかしようとするが結局できず時間のロス。
→こちらからの声掛けが必要。（「どうしましたか？」）

【自立機能】

・スケジュールに従う ✔
・安全手順を守る ✔
【コミュニケーション】

・言葉による指示に従う ✔ 早合点の傾向、応答が食い気味（言い終わる前に「はい」）
【対人スキル】
・他者への挨拶（スタッフ、ご利用者様） ✔
・適切な話題の選別 ✔ ネガティブな話題（悪口、愚痴）を話してしまうことがある。

※合格＝手助けを必要としない／自立している　　芽生え（高か低）＝手助けがあってできる　　不合格＝作業のどの部分も完成できない

目標（作業課題が
目標となるなら
チェック）

仕事の内容（作業）

実効レベル
芽生えスキルに関して行ったあらゆる作業の修正点、視覚
的構造化、指導方法について記述
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図3-14 DAC 

 

・CSAWの作成（最終日） 

実習最終日に再度CSAWでスキルおよび行動領域の

アセスメントを実施した。スキル領域はほぼ問題なく

合格に達したが、行動領域でいくつか課題が残った（図

3-15）。中でも「援助要求」と「適切な話題の選別」に

ついては、ユウタ本人とも課題であることを確認し、実

習終了後に就労移行支援事業所内で模擬的就労場面を

再現し個別支援を行うことになった。 

 

 

図3-15 CSAW・行動領域（最終日） 

 

毎日の達成チャート（ＤＡC) スキル領域　＜カーペット掃除＞

実習期間： 特記事項 構造化／設定 9/21 22 23 24 25 28 29 30 1 2 5 6 7 8

掃除道具（コロコロ）で、部
屋の隅から中央に向けて掃
除する

①「隅から中央へ」字義通りに捉え、奇妙な動
きに。
②コロコロの紙を変えずに進める→言われな
かったから気付いたがあえてやらなかったとの
こと。

①＜構造化＞
・ビデオフィードバックを実施。
・映像を見た感想の確認。
＜目的＞
・自分の動きを確認する。
・なぜそのような行動を行ったのかを確認する。
②＜構造化＞
・課題分析の再設定
＜目的＞
・本人の意向に沿って新たな指示形態を実施す
る

EH EH EH EH EH EH EH P EH P P P P P

仕事のモレがないか確認す
る

モレあり。確認が浅い ＜構造化＞
・ビデオフィードバックを実施。
・映像を見た感想の確認。
＜目的＞
・自分の動きを確認する。
・なぜそのような行動を行ったのかを確認する。

EH EH EH EH EH EH EH EH EH EH EH EH EH EH

地域での実習現場アセスメントワークシート（ＣＳＡW) スキル領域 行動領域

名前 ユウタ 日付 2015/10/8（最終日）
模擬的就業場面 介護補助職 ジョブコーチ／スタッフ　 清水、上原

合格
芽生え（高か低
で記述し、その
基準も明記）

不合格

【職業行動】

・時間内に終わらせる（時間を意識して行動する） ✔ 要・時間設定、工程間にインターバル（報告or休憩）入れる

・ミスの指摘や注意に対する建設的態度 ✔
「～しない」「～はだめ」否定語NG。
「～します」「～しましょう」＋見本呈示

・援助要求ができる ✔ 声掛け必要
【自立機能】

・スケジュールに従う ✔
・安全手順を守る ✔
【コミュニケーション】

・言葉による指示に従う ✔ 早合点の傾向、応答が食い気味（言い終わる前に「はい」）
【対人スキル】
・他者への挨拶（スタッフ、ご利用者様） ✔
・適切な話題の選別 ✔ ネガティブな話題（悪口、愚痴）を話してしまうことがある。

目標（作業課題が
目標となるなら
チェック）

仕事の内容（作業）

実効レベル
芽生えスキルに関して行ったあらゆる作業の修正点、視覚
的構造化、指導方法について記述
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3.3.4 コンサルテーション4回目【事業所内プログラム

に対する支援】 

・「援助要求」の課題に対する支援 

事業所内にベッドや机などを配置して居室を再現し、

模擬清掃訓練を設定しゾーン指導を実施した（図3-16）。

その際、用具をいつもと違う場所に置いたり、上司役の

スタッフが長時間、席を外したりするなど援助要求が

必要とされる就労場面を事前にリストアップし訓練内

で再現できるように設定した。訓練中はビデオによる

記録を実施し、その都度、映像を用いてビデオフィード

バックを行った。１つ１つの行動について振り返りを

実施し、場面ごとに適切な援助要求の方法を確認した。 

 

 

図3-16 模擬清掃訓練の様子           

 

・「適切な話題の選別」の課題に対する支援 

コミック会話をヒントに、職場にそぐわない話題や

表現に対して他者からどう思われ、どのような結果に

なるかを確認した（図3-17）。また、うっかり衝動的に

発言してしまった後の謝罪やフォローの仕方について

も確認し、課題行動に対する事前/事後で適切な対処を

身に付けられるよう支援した。 

 

 

図3-17 コミック会話をヒントに支援 

 

ユウタは実習中の評価が認められ、老人ホームへの

就職が決まった。就職に際して、TTAPフォーマル・イ

ンフォーマルアセスメントの結果をもとにユウタの

「情報シート」（事業所オリジナル）を作成し、就職先

と定着支援スタッフ、相談支援事業所など関係者間で

共有した（図3-18）。そして、就職先からの評価をもと

に、定期的に本人と見直しを図り内容を更新し、関係者

間で共有することとなった。 
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図3-18 ユウタの情報シート（部分抜粋） 

 

 

3.4. 事例におけるコンサルテーション支援の効果 

コンサルテーションの支援による効果では、支援者

が個々の障害特性をどのように理解・把握していくの

かという視点が高まった点が挙げられる。とりわけ、今

回の対象は発達障害者に対する支援事例が中心であっ

たが、アセスメントツールを通じて、特性を具体的に把

握し、対象者が理解しやすいコミュニケーションを検

討することができた。また、アセスメントツールだけで

は限界があったため、組織的にアセスメントツールを

使用できる仕組みづくりを検討した。具体的には、フォ

ーマルアセスメント全 216 項目を社内システムに搭載

し、そのうち事業所尺度は個別支援計画を立てる上で

必須とした。家庭尺度は、保護者と面談する機会があれ

ば実施、直接観察尺度は特性整理のためや支援方針・支

援を再検討したいケースがあれば実施するよう指針を

示した。聞き取りを中心とする事業所尺度の普及はす

ぐに進めることが出来たが、検査ツールを活用した直

接観察尺度、また保護者を対象とした家庭尺度につい

ては、以下の要因が課題として挙げられた。 

 

〈直接観察尺度に関して〉 

・検査を実施するスタッフ、検査結果から解釈できる

スタッフが少ない。 

・研修等で学んでも、業務多忙のため実践機会が少な

い。 

・解釈のベースとなる知識が少ない。（結果から読み

取れない） 

 

〈家庭尺度に関して〉 

・事業所スタッフと保護者との接触機会が少ない。 

・連携意識が希薄、連携の必要性を感じていない。 

（トラブルがあった場合や保護者側からの申し出が

あった時のみ対応している。 

 連携すべき保護者がいない[独居など]、本人が連

強み　　：

弱み　　：

環境面　　：

対人面　　：

作業面　　：

その他　　：

ア ピ ー ル

ポ イ ン ト

特 性

及 び

配 慮 点

ヘルパー2級（介護初任者研修）所持。就労経験があるため、目上の方への接し方や報連相は

特性上、集中し過ぎてペース配分ができない傾向があるため、適宜休憩を促す必要がある。

●理想が高く完璧主義のため、自分に厳しく自己評価が低い（落ち込みやすい）。

●作業に熱中・集中するあまり、心身ともに疲弊してしまうことがある。

　適宜、面談やこまめな休憩を促すなどして配慮している。

●あいまいな指示内容（あれ・それ等）や、一度に複数の指示をすると混乱するため、

　言葉に加えて、手本を見せる等の指示も合わせて行って頂くと理解しやすい。

●本人が作業している最中に話しかけたり指示をすると混乱しミスに繋がりやすいため、

　作業をいったん中断させてから指示して頂けるとありがたい。

●短時間での作業は過度な焦りやミスに繋がるので、仕事に慣れないうちは

　長めの作業時間を取って頂けると、落ち着いて本来の力を発揮できる。

対人関係でストレスを感じやすく、自分の中に溜めこみやすく心身へ影響が出ることがある。

人間関係について話を聞いたり、相談に乗ってアドバイスしてくれたりする相手が必要。

特になし

情報処理が苦手なため、一度に複数の指示をすると混乱する場合がある。

問題なく行える。非常にまじめな性格で業務に対して責任を持って誠実に取り組むことができる。
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携に忌避的、というケースもある） 

 

そのため、個別支援計画書およびモニタリングシー

トを TTAP の６領域に合わせて改訂し、アセスメント

の結果をそのまま反映できるようにした。 

 

 現場担当者とのやりとりでは、TTAPの実施を目的と

するのではなく、これまで就労移行支援で見落としが

ちであったソフトスキル領域の課題抽出と、それに関

する支援の組み立てや支援の工夫ができるスキルを伸

ばす取り組みを目標とし、対応を検討した。 

具体的には、①座学・演習を中心とした一斉研修、②

各事業所への落とし込み（事例検討）のプロセスを検討

している。スタッフの異動なども多いため、今後もアセ

スメントツールを学ぶ機会を定期的に実施していく必

要性がある。 

 今回、アセスメントツールの導入と同時に、支援計画

書およびモニタリングシートをTTAPの6領域に合わ

せて改訂したことで、他機関とのケース会議など連携

の場でも、職業スキルによる評価で留まるのではなく、

障害特性や職業スキル以外の課題面について情報共有

をはかることにより意識した取り組みが増えてきてい

る。このような、職業スキル以外の課題について、共有

する仕組みづくりが増えることで、就職後の課題につ

いても早い段階で認識し、より質の高い定着支援に繋

げることができると考える。また、生活面のこの部分は

相談機関でなど、多機関連携における役割分担も明確

になっているように感じている。 

青年期まで自己の障害と向き合う機会が少なかった

対象者にとって、自身の障害や課題と向き合うことは

困難さを伴いやすいことが挙げられる。しかし、これら

のアセスメントツールを活用することで、どの点が、ど

の程度課題であるかを具体的に示すことができ、自身

の特性に対しより受け入れやすくなったといった意見

が聞かれた。その他、課題に対する「達成度」が可視化

されることで本人のモチベーションの維持にも役立っ

たといった成果も確認された。そして、特性を踏まえた

構造化を記すことができたことで、対象者の障害特性

と必要とされる構造化に対し認識の統一を図ることが

出来た点も有効であった。 

ASDを中心とした発達障害者は、職業スキルよりも

コミュニケーションや対人行動、自立機能等を要因と

して離職に至るケースが多いことが指摘されている

（Mesibov.G., Thomas.J., Chapman.M & Schopler.E，

2009）。そのため、これらの事例のように、発達障害者

を対象にする職業アセスメントは、職業スキルに限ら

ず、幅広い情報収集の上、計画策定をすることが求めら

れる。 

 

3.5. コンサルテーション支援の視点 

 上記2節の予備調査では、障害者就業・生活支援セン

ターを対象機関とした調査であったが、このような実

態を踏まえると、就労系障害福祉サービスにおける就

労アセスメントは十分に実施されていない可能性が高

い。その理由としては、先の予備調査にあるように、マ

ンパワーの不足、予算等に基づく実施環境の整備など

があるためである。その一方で、実際、就労系障害福祉

サービスに対する訪問ヒアリングでは、就労アセスメ

ントを実施することで、個々の障害者の成長可能性の

引き出し、支援方針の明確化等の支援におけるメリッ

トにつながったとの報告を聞き取ることができた。こ

の事例においても、就労アセスメントに基づくコンサ

ルテーション支援を行うことにより、支援者は、利用者

の就労支援のおいて生じている課題を理解し、支援支

援が可能となった状況が確認できる。 

ここではコンサルテーションという支援行為につい

て確認したい。岩田（2011）は、チーム医療におけるコ

ンサルテーションについて解説している。その中で、示

されたコンサルテーションの構造を解釈すると次のよ

うに図示できる（図4-19）。この要旨は、個々人の支援

者の知識状態には階層があるということであり、この

階層を意識した「支援者としての自己理解」と、他者（対

象者）への支援が必要ということである。 
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図3-19 知識状態の階層 

 

この視点に基づきコンサルテーション支援において

は、この階層を意識しつつ、次の2側面でのアプローチ

をすることが必要である。一つ目は、階層を柔軟に変え

ながら自他に支援することである。一般的にコンサル

テーションということ、専門的知識のある存在が無知

の存在に対する一方向的な情報の伝達と認識されてい

る。コンサルテーション支援においては、この階層を柔

軟に変えつつ、他者の理解を引き出していくことが必

要である。就労アセスメントで得られた情報を専門的

に伝達する中で、時に事業所の就労支援につい「知らな

い状態」にある無知な存在として、実践現場の就労支援

ではどのように応用されるのかを考え、また次の場面

ではこのような就労支援を展開することが利用者の生

活においてどのような意味を持ち、どのような支援展

開をしていくのがよいのかという「メタ理解」をすると

いったように、階層を巧みに上下していくことが求め

られる。もう一つが、連携により異なる階層を持つ専門

職をマッチングさせていくことである。就労支援にお

いては、連携する支援機関が全てのこと理解している

ことは前提ではない。むしろ、多様な障害、多様な領域

にある機関が、横に長いライフスパンに従って支援を

実施する必要がある中で、支援対象障害者の障害特性、

環境的要因を構成する支援制度や生活状況、また支援

役割などの全てを完全に理解できている支援機関はな

いと言ってよいのではないだろうか。つまり、連携する

支援機関が全て知らない／できないということを前提

に、それぞれの支援機関の支援者がどの階層にあるか

を意識しながら連携できるようなマッチングをしてい

くことが必要である。 

就労支援において就労アセスメントは、支援者の支

援計画を策定するために重要な情報を提供するという

意味で支援の中核に当たる支援である。その意味で、こ

のようなコンサルテーション支援を上記の二つの側面

に基づき連携という観点から捉え直すことが重要であ

る。例えば、米国においては、リハビリテーションカウ

ンセラー（Certified Rehabilitation Counselor：CRC）

や職業評価専門職（Certified Vocational Evaluation 

Specialist：CVE）と呼ばれる職業リハビリテーション

の専門職があるが、このようなコンサルテーション支

援の機能を果たせる専門職が日本において不在の状況

もあるため、どのような機関がどのような支援的な役

割を果たしていくことが必要なのかについては検討が

必要である。このような専門職が更に地域におけるコ

ンサルテーション支援ができるような仕組みが充実し

ていくことが求められる。 

 

3.6. 文献 

1) Mesibov, G., Thomas, J., Chapman, M. & Schopler, 

E. (2009) TEACCH Transition Assessment Profile. 

Pro-ed, Texas.  

2) 岩田健太郎（2011）コンサルテーション・スキル．
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４．米国における職業リハビリテーションにおけるアセスメント方法 

米国における職業リハビリテーションにおけるアセスメント方法 

 

研究分担者 八重田 淳（筑波大学） 

 

 

3.1. はじめに 

職業リハビリテーションにおける就労アセスメント

は、職業評価あるいは職場における職業評価(On the 

Job Evaluation： OJE)の一部として捉えることができ

る。この考え方の基本は、米国で展開されている包括的

な職業リハビリテーション及びその技法の一つである

就労支援の研究動向と実践に見ることができる。 

しかしながら、就労アセスメントツールとアセスメ

ント手法の活用実態については、職業評価法に関する

米国の先行研究、アセスメントの開発動向、サービス実

践を含め、我が国では関連情報が極めて不足している

のが現状である。 

そこで本研究では、職業評価における先進国である

米国における就労アセスメントの歴史とアセスメント

ツールの開発動向を探るため、先行文献を概観した。さ

らに、現在の米国におけるアセスメントの研究および

実践の国際的な動向と現状における課題を探るために、

国際カンファレンス参加による現地訪問と研究職への

ヒアリングを実施し、我が国の就労アセスメントに関

する課題を探ることを目的とした。 

 

3.2. 方法 

3.2.1. 文献研究 

検索キーワードをcareer assessmentとし、検索エン

ジンを Google Scholar とし、検索式を vocational 

evaluation career assessment disability work OR 

adjustment "vocational rehabilitation" -validity 

source:Journal source:of source:Vocational 

source:Rehabilitation、検索期間を 1920 年〜2020 年

とし、抽出された 513 件の文献の中から、本研究の主

旨に適合する文献を厳選し、就労アセスメントや職業

評価に関する歴史的変遷と現時点での実践と研究の動

向を把握することとした。 

 

3.2.2. ヒアリング調査 

現在の米国におけるアセスメントの研究および実践

の国際的な動向と現状における課題を探るために、国

際カンファレンス参加による現地訪問と研究職へのヒ

アリングを実施した。 

 

3.3. 結果 

3.3.1. 歴史的背景 

まず、職業評価(vocational evaluation)と就労アセス

メント(work assessment)という二つの概念について

アメリカの歴史的背景から整理する。 

アメリカの職業リハビリテーション領域において、

障害者の職業評価に関する実践、研究、専門職教育は

1960年代から活発に展開されている。この最も顕著な

取り組みは、職業評価・職場適応協会(Vocational 

Evaluation and Work Adjustment Association ：

VEWAA)は1967年の創設に見ることができる。 

VEWAA は、アメリカで援助付き雇用(Supported 

Employment)によるジョブコーチが展開される 20 年

前から、その基礎領域として専門的に展開されている。

VEWAA における Work Adjustment は職場適応であ

るから、現在の日本における職場適応援助者（通称、ジ

ョブコーチ）の土台になっていることが推察される。

VEWAA は、職業評価と職場適応援助に特化した専門

職の組織であるが、2003年にその名称を、職業評価・

キャリアアセスメント専門職協会  (Vocational 

Evaluation and Career Assessment Professionals 

Association：VECAP)に変更した。したがって、職業評

価と就労アセスメント（キャリア・アセスメント）とい

う２つの領域が改めて統合されたことになる。 

VECAP への名称変更の社会的背景には、本来包括

的な障害者の職業リハビリテーションという領域の中

で、職業評価を「職業前評価」に偏重しがちであるとい

う批判と、就労後支援に重点を置いた援助付き雇用の

発展とが相まって存在する。しかし、職業評価は就労前

の職業評価だけではなく、当然のことながら就職後の

職場における評価(OJE)も含んでいる。 

就労可能性を評価するアセスメントは、職業評価の
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一部である。特にインテークアセスメントは、職業リハ

ビリテーションサービスを効果的に活用するために大

切なアセスメントである。この就労アセスメントは、歴

史的には 1967 年後から続いている公認職業評価専門

職(Certified Vocational Evaluation Specialist：CVE)が、

各州の職業リハビリテーション機関・施設において提

供してきた。公認のリハビリテーションカウンセラー

(Certified Rehabilitation Counselor：CRC)の中には、

CVE資格を有する者も以前は多く存在したが、近年で

は CRC が職業評価を含めた包括的な職業リハビリテ

ーションサービス専門職として活躍しているようであ

る。ただし職業評価・職場適応・就労アセスメントに特

化してきたVECAPは、現在でもCVE専門資格の認定

母体として、現在もその活動が展開されているといる。

近年では国際化が顕著であり、2019 年 10 月には、カ

ナダにおける同様の協会と連携して国際認定職業評価

士 (International Certified Vocational Evaluator：

ICVE)の認定事業創設に関する合意形成が発表された

ばかりである。 

一方、わが国では、1960年代から発展してきたアメ

リカの職業評価法を取り入れるための有志で結成され

た職業リハビリテーション研究会（現在の日本職業リ

ハビリテーション学会）で、様々な職業評価法が導入さ

れてきたわけであるが、就労アセスメントに関しては、

特に近年における実践的な取り組みや研究が不足して

いることが懸念される。 

現在、米国では、就労支援を担うジョブコーチ（日本

の職場適応援助者）とそれを包括的な職業リハビリテ

ーションサービスの一つとして提供する「職業リハビ

リテーションカウンセラー」（日本の障害者職業カウン

セラー）が存在するが、これらの職種は、医療、教育、

福祉のおける関連専門職が存在する多職種・多機関連

携を基本として活躍している。 

こうした中で、障害者の就労アセスメント項目に含

まれるべき内容については、それぞれの時代と文化背

景、技術革新、科学的根拠に基づく実践と成果などを踏

まえたものにする必要がある。それは就労の可否を判

別する単純構造ではなく、労働の質、働き甲斐、生き甲

斐までを含むものにすべきである。 

 

3.3.2. 職業評価・就労アセスメントに関する先行研究 

就労支援アセスメントや職業評価研究の中で、心理

的な尺度を用いたものは多数見受けられる(Aiken, 

1997; Berven, 1979; Belacchi, et al.,2008; Cochran, 

1990; Reid, 1995; Szymula & Schleser, 1986; Wesolek 

& McFarlene, 1992)。 

アセスメントを障害別に見ると、高次脳機能障害

(Balutanski, 1990; McMahon & Fraser, 1988；Fraser, 

Clemmons, & McMahon, 1990; Fraser, McMahon, 

Vogenthaler, Wehman, Kreutzer, Wood, et al, 1988), 

知的障害や発達障害（Hartley, & MacLean, 2006; 

Schalock, Brown, Brown, Cummins, Felce, Matikka,, 

et al., 2002: Salkever, 2000; Santilli., Nota, Ginevra, & 

Soresi, 2014; Shogren, 2013)、精神障害（Green, 2011；

Jeger & Slotnick, 1982)、聴覚障害（Menchetti, Flynn, 

2007）といった障害特性に応じたアセスメントに関す

る研究が多い。 

また、援助付き雇用などの就労支援技法の開発に関

するアセスメント（Langford & Lawson, 1994; 

Menchetti & Flynn, 1990)、競争的な職場におけるアセ

スメント（Chadsey-Rusch, Rusch ,1988; Menchetti & 

Flynn, 2007）、学校から職場への移行と職場適応のアセ

スメント（Dawis, 1968, 1987；Koen, Klehe, Van 

Vianen, 2012; Pattengale, 2009; Wehman, Schall, 

McDonough, Molinelli, Riehle, Ham, et al., 2013)など、

職業リハビリテーションを包括的かつ専門的に捉えた

先行研究の多くが米国で実施されている。 

さらに、キャリア発達やキャリア適応の視点から見

たアセスメント (Goodman, 1994; Hirschi, 2009; 

Karaevli & Hall, 2006; Power & Hershenson, 2001; 

Rumrill & Roessler, 1999; Savickas, 2013; Savickas & 

Porfeli, 2012; Szymanski & Hershenson, 1998; Koen, 

Klehe, Van Vianen, Zikic, & Nauta, 2010)や、職業リ

ハビリテーションのアウトカムとして極めて重要とさ

れる当事者から見た主観的なウェルビーング（Diener 

& Biswas-Diener, 2002; European Foundation for the 

Improvement of Living and Working Conditions; 

2010; Diener, Emmons, Larsen, & Griffin, 1985; 

Mehnert, Krauss, Nadler, & Boyd, 1990; Pavot, & 

Diener, 1993)の研究も多い。 

さらに近年におけるポジティブ心理学の知見を経て、

就労を含めた希望に関するもの(Snyder, 1994, 2000, 

2004, Snyder, Harris, Anderson, Holleran, Irving, 

Sigmon, et al.,1991)、仕事に対するポジティブで充実

した心理状態として提唱されている「ワークエンゲー

ジメント」に関するアセスメント（Hong & Choi, 2013; 
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Ouweneel, Le Blanc, Schaufeli, & van Wijhe, 2012; 

Peterson & Byron, 2008; Scioli, Chamberlin, Samor, 

Lapointe, Campbell, Macleod,, et al., 1997; Scioli, Ricci, 

Nyugen, & Scioli, 2011）、そして、ポジティブ心理学的

な視点を生かす要因として本人の「職業的な強み」や

「特性」に関するアセスメント(Harmon, Hansen, 

Borgen, Ham& mer, 1994; Holland, 1973)も、就労ア

セスメントの中ではクラシックなものと言える。また、

ポジティブな面だけではなく、職場におけるストレス

のアセスメント（Kanner, Coyne, Schaefer, & Lazarus, 

1981; Moos & Swindle, 1990; O'Driscoll & Cooper, 

1996)なども研究としては歴史も長く、時代を超えたア

セスメント領域の一つとなっている。 

その一方で、職業リハビリテーションカウンセラー

といった専門職に対する視点に焦点を当てた研究

(Chan, Parker, Lynch, & Johnson, 1986)、職業リハビ

リテーションサービス自体のアセスメント(Gibbs, 

1990)、法制度におけるアセスメントの位置付け

(Ebener, Burkhead, Merydith, 1994)といったものも

散見され、アセスメントはその国の制度政策による位

置付けの重要性を示唆するものであることがわかる。 

 

3.3.3 現地ヒアリング調査 

現在の米国におけるアセスメントの研究および実践

の国際的な動向と現状における課題について、2019年

度に米国ハワイ州で開催された国際障害ダイバーシテ

ィカンファレンスに参加し、ハワイ大学障害科学研究

所の Stodden 教授、Yuen 教授らと面会し、アメリカ

における職業リハビリテーションにおけるアセスメン

ト研究動向に関するヒアリングを実施した。 

その結果、（１）近年においては職業評価よりも就労

の場である事業所や職場における実践的なアセスメン

トが慣例化していること、（２）職業的なスキルや資質

に加え、本人の自己決定による職業の選択肢（福祉的就

労、競争的雇用含む）を可能な限り豊富に提供できる支

援体制に関する研究と取り組みが多いこと、さらに、

（３）社会心理的なアセスメント項目として労働生活

の質(Quality of Working Life：QWL)を初期段階から継

続的に実施することによって職場定着支援へと繋げる

実践が重要視されているが、そうしたアセスメント研

究の蓄積が世界的には非常に偏っている傾向があるた

め、一般化には制限があるのではないか、といった示唆

を得ることができた。 

上記（２）で取り上げられた自己決定による職業決定

支援に関する具体的な取り組み内容に関する国際的な

取り組みとして、シドニー大学では本人による選択肢

と好みが生涯を通じて発達していくという前提から、

特に知的障害を持つ人のそうした選択肢と好みをどの

ようにアセスメントすべきかについて現在取り組んで

いるという紹介がRoger Stancliffe教授からあった。引

き続きこの領域で国際的なリーダーシップをとってい

るアメリカのカンザス大学発達障害支援センター

(KUCDD)の Karrie A. Shogren 教授と Michael 

Wehmeyer 教授らによる自己決定理論が紹介され、自

己決定尺度(Self-Determination Inventory, SDI)のグロ

ーバル化が求められるという示唆を得ることができた。

さらに、ミネソタ大学の Abery 教授(Co-Director 

Research and Training Center on HCBS Outcome 

Measurement, University of Minnesota, Institute on 

Community Integration)と面会し、障害者雇用を意義

あるものにするための国際比較研究（Making 

employment meaningful for people with disabilities)

について意見交換を行い、その結果、就労アセスメント

項目の中に「働く意義」「労働の意味」「働き甲斐」「幸

福」といった抽象的ではあるが労働の根幹となる概念

を取り入れることの重要性と妥当性を確認することが

できた。 

 

3.4. 考察 

我が国の就労支援アセスメント・職業評価に関する

研究は、国際研究水準から一歩遅れているのが現状で

ある。文献研究とヒアリングによるアセスメント研究

課題について以下に考察する。 

 

3.4.1. 職場におけるアセスメント 

職業評価を含むアセスメントとして、米国の歴史か

らはOn the Job Evaluation (OJE)という流れがあり、

これは職業前評価ではなく、職場実習や就職後の評価

である。現在は、援助付き雇用の発展背景を踏まえるな

ら、就労支援の初期段階における職場アセスメント(On 

the Job Assessment)を実習先や職場でジョブコーチが

提供することが慣例化しているようである。問題は、こ

れが競争的職場で行われることはあっても、前段階と

しての就労移行支援事業所、就労継続支援A型B型事

業所においては、実施が容易ではないことが挙げられ

る。その背景として、就労支援アセスメントに特化した
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専門職の不在が挙げられる。米国のように、職業評価・

アセスメントの専門職である CVE は我が国では見当

たらず、この研究領域や専門職団体もないのが現状で

ある。したがって、今後我が国でも同様の職種の開発推

進を高等教育で実施することが望ましい。少なくとも

現任者研修を実施し、職場におけるアセスメント手法

と障害に関する知識を習得できる機会をより多く提供

することが期待される。 

 

3.4.2. 職業の自己決定のアセスメント 

職業選択は、自身の人生にも関わる重要な局面であ

るにも関わらず、その選択を全て自分で決めることは

容易ではない。保護者や自身が影響を受けた人物、ソー

シャルネットワークの有無によっても自己決定自体を

支援する決定的な理論はないだろう。そうした中で、障

害のある人に自己決定を促すだけでは支援者として問

題が残るだろう。今回のヒアリングや文献研究から、自

己決定尺度といった本人中心のアセスメントの重要性

が示唆された。今後、自己決定を支援する専門職の資質

自体を評価するアセスメントの開発も研究課題の一つ

として残される。 

 

3.4.3. 労働生活の質(Quality of Working Life, QWL)の

アセスメント 

Quality of Life (QOL, 生き甲斐)と双璧をなすと言え

る QWL のアセスメント尺度は、特に障害に特化した

ものとしては見当たらない。ミネソタ大学によるQWL

の研究によると、米国では複数の先行研究が見られる

ものの、発展途上国やアジア圏では該当する知見が極

めて少ない。QWL の構成概念妥当性に関する知見は、

ある程度存在するが、我が国の就労支援対象者に対し

て QWL アセスメント尺度を用いた大規模調査は見当

たらない。「労働の意義」「なぜ働くか」「何を目指して

働くか」といった社会心理的アセスメントの研究課題

は尽きない。労働の根幹となり得るこうした社会心理

状態が、障害の有無や程度に関わらず、働く人にとって

普遍的なものだとするなら、その状態像を定量的に把

握できるアセスメントの開発は喫緊の課題である。 
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５．総合的考察 

総合的考察 

 

研究代表者 前原 和明（秋田大学） 

 

 

5.1. 本調査研究の研究結果 

 本調査研究では、文献調査に基づき、就労系障害福祉

サービス事業所における就労アセスメント実施促進に

向けて、就労アセスメントの実施実態及び実施内容（就

労アセスメントツールとして用いられる検査器具等に

関する情報収集）を実施した。 

 就労系障害福祉サービス事業所における実地調査の

予備調査として、就労アセスメントに関する文献調査

及び就労アセスメントの実施する代表的機関である障

害者就業・生活支援センターに対する就労アセスメン

トの実態調査を実施した。 

 この文献調査及び実地調査からは、個々の利用者が

常日頃の適切な支援を受けるため、また、一般企業への

移行に向けた手立てを明確にするために就労アセスメ

ントは重要な支援であることが確認できた。しかしそ

の一方で、近年、利用者として精神障害者や発達障害者

など様々な障害種別が登録利用する状況があり、支援

スタッフの知識不足があること、多様な就労アセスメ

ントのツールや手続き等の情報を十分に理解できてい

ないという課題があった。また、就労アセスメントを実

施するためのマンパワー不足もあるとの状況が見られ

た。つまり、就労系障害福祉サービス事業所においては、

就労アセスメントに対するマンパワー不足とツール及

び手続等に関する知識及びノウハウの不足が実情とし

てあると考えられる。 

次に、このような課題の解決に向けた就労移行支援

事業所における就労支援事例に対するコンサルテーシ

ョン支援の実地調査を行った。コンサルテーション支

援を行うことにより、就労移行支援事業所の支援者は

就労アセスメントの実施、アセスメントに基づく支援

等を行うことが可能となり、実施する支援計画の策定、

計画に基づく支援の実行など支援プロセスに沿った活

動ができるようになった。また、ヒアリング調査からは

支援技術のスキルアップ、連携促進の効果も見られた。

以上から、就労アセスメントが実施促進されることで

就労系障害福祉サービス事業所の就労支援に対する認

識変化を生み出すことができること、更なる実施促進

に向けては、単に各事業所の就労アセスメントの自発

的実施を促すのではなく、むしろコンサルテーション

支援を念頭に置いた多機関連携が有効であると考えら

れる。 

次に、そのような多機関連携の就労支援に向けての

方法論や枠組みの検討に向けて米国の職業リハビリテ

ーション領域におけるアセスメントについての文献調

査等を行った。文献等からは、多機関連携を促すような

コンサルテーションが可能な機関の存在、自己決定の

支援、労働生活の質のアセスメントのといった就労ア

セスメントの更なる充実が必要であると考えられる。 

 

5.2. 本調査研究の限界と今後の課題 

 本調査研究の結果からは、多機関連携での就労支援

を実施することのメリットが明らかになった。この多

機関連携に基づく就労支援モデルを実施促進していく

ためにも、就労アセスメントによる情報収集を個々の

支援者が十分にできるようになること、また、就労アセ

スメントに基づく「見立て」を立て、そこから策定され

る支援計画を十分に実施していくことができるような

仕組みづくりが必要であると考えられた。 

 本研究で得られた就労アセスメントのツール及び手

続の情報に基づき、就労アセスメントを中核においた

就労支援のあり方を検討することは、就労系障害福祉

サービス事業所において就労支援を実施する上で有用

な観点を提供すると考えられる。 

 また、本研究で明らかになった課題を解決し、今後の

就労支援のための実践モデルを構築するためにも、本

研究の成果は令和2年度厚生労働科学研究費補助金（障

害者政策総合研究事業）「就労アセスメントの実施促進

に向けた多機関連携による就労支援モデル整備のため

の調査研究（20GC1009）」の研究の基礎資料として活

用することとしたい。 
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